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原子力委員会 地球環境保全・エネルギー安定供給のための 

原子力のビジョンを考える懇談会（第５回） 

議事録 

 

１．日  時  平成１９年１２月２０日（木）１３：３０～１６：００ 

 

２．場  所  三田共用会議所 大会議室 

 

３．議  題 

   １．地球温暖化問題に関するご意見聴取 

   ２．原子力のビジョン、提言に関する意見交換 

   ３．その他 

 

４．出 席 者 

 ○懇談会構成員 

  ＜専門委員＞ 

   浅田 正彦  京都大学大学院 法学研究科 教授 

   岡﨑 俊雄  独立行政法人 日本原子力研究開発機構 理事長 

   片山 恒雄  東京電機大学 教授 

   黒川  清  内閣特別顧問 

   崎田 裕子  ジャーナリスト・環境カウンセラー 

   柴田 昌治  社団法人日本経済団体連合会 資源・エネルギー対策委員長 

   田中  知  東京大学大学院工学系研究科 教授 

   森  詳介  電気事業連合会 副会長 

   山本 良一  東京大学 生産技術研究所 教授 

   和気 洋子  慶応義塾大学商学部 教授 

 ○原子力委員【オブザーバ】 

   近藤委員長、田中委員長代理、松田委員、広瀬委員、伊藤委員 

 ○関係省庁【オブザーバ】 

   外務省 永吉補佐（小溝室長代理） 

   文部科学省 次田補佐（横田課長代理） 

   経済産業省 横田補佐（高橋課長代理） 

   環境省 加藤補佐（徳田課長代理） 

 ○事務局 

   黒木参事官、西田参事官補佐、横尾参事官補佐 

 

５．配布資料 

   資料第１－１号 気候変動対策と脱大量生産・省エネ社会 

   資料第１－２号 低炭素社会と脱大量生産・省エネ社会 

   資料第２号   原発を国民的議論にするために 

            ～温暖化とコミュニケーションの視点から～ 

   資料第３号   地球環境保全・エネルギー安定供給のための原子力のビジョンに 

           関するご意見メモ 

   資料第４号   「地球環境保全・エネルギー安定供給のための原子力のビジョンを 

           考える懇談会」（第４回）議事録 
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（山本座長） まだお見えにならない方がいらっしゃいますが、時間になりましたので、始め

させていただきます。 

  本日の議題は２つございまして、第１の議題は地球温暖化問題に関するご意見を伺うとい

うこと、議題２は原子力のビジョン、提言に関する意見の交換でございます。 

  では、事務局より資料の確認をお願いしたいと思います。 

（横尾参事官補佐） では、一番最初に本日の議事次第、番号のついてないものがあります。

その後ろに、委員の方々の名簿、座席表。 

  そして、資料第１－１号としまして、「気候変動対策と脱大量生産・省エネ社会」、気候

ネットワークの浅岡代表の資料です。次に、資料第１－２号としまして、「低炭素社会と脱

大量生産・省エネ社会」、これは浅岡代表のワープロの資料でございます。 

  次に資料第２号、これは環境文明21共同代表の藤村先生のご説明資料です。 

  次に、資料第３号は、「地球環境保全・エネルギー安定供給のための原子力のビジョンに

関するご意見メモ」として、事前に委員の先生方よりいただいたメモを束ねております。 

  最後に、資料第４号として、前回の記事録。これは事前にご確認いただいておりますので、

（案）でなく、議事録としております。 

  以上です。 

（山本座長） ありがとうございました。 

  よろしゅうございましょうか。 

  年末も押し迫ってまいりまして、お集まりいただき誠にありがとうございます。先週、東

京ビックサイトで第９回目のエコプロダクツの展示会が開催されまして、今回は632社・団

体が出展されて、３日間で16万5,000人が来場されまして、手応えを感じているわけであり

ます。今回は最終日に福田首相もお見えになりまして、40分間ご説明申し上げたのでありま

すが、福田首相に大変褒めていただきまして、これからどんどん環境産業というか、こうい

うエコプロダクツ展示会は発展するであろうということで、全世界の環境ビジネス、これは

狭い意味の環境ビジネスですが、市場規模についてのご質問もございました。ドイツの統計

では180兆円に達している、年率5.4％で成長しているということを申し上げたら、日本もそ

の方向でいかなくてはいけないということをおっしゃっておられました。 

  そのとき私はいろいろな方から情報を伺いました。例の北極海氷は2030年の夏には消滅と

いうことを多くの専門家が発言しましたが、先週の段階になりまして、ＢＢＣが、ポーラン

ドの研究グループとアメリカの研究グループの予測を発表しまして、それによるとあと５～

６年で北極海氷は消滅するというニュースが世界を飛び回っておりまして、これは容易なら

ざる事態であると。 

  オーストラリアの、環境ＮＧＯだと思いますが、カーボンエクイティというＮＧＯがあり

まして、そこが分厚い報告書を２冊出しています。それを見ますと、彼らは２℃ターゲット

などというのはだめだと、２℃では危なすぎるということで、彼らは0.5℃で、安定化水準

も450ppmではなくて320ppmまで下げなくてはいけないと。そのためにはバイオマスを地中に

埋めると。ですから、木材を炭化して、炭を地面の中に埋めて、戻していくというくらいの

勢いでやらないとだめだという、分厚い２冊の報告書を11月に出しているんですね。 

  今回のバリの結論もあわせて、特に欧米を中心にして極めて科学的な議論で、どのくらい

の危険なレベルで我々が抑え込むかという議論に移っていくのではないかという感想を私は

持っております。先ほど黒川先生とお話したら、黒川先生は既にご承知でございました。こ

の４～５年で北極海氷が消滅する可能性が出てきたということは皆さんご存じのようでござ

います。 

  そういうことで、これまでの議論を振り返りますと、エネルギーの安定供給と環境問題、

特に温暖化対策として原子力の利用が極めて大きなポテンシャルを持っているわけでござい

ますが、既にさまざまな積極的な取組みを進めておられる環境ＮＧＯの方から、ご意見ある

いはご提言をお聞きしたいということで、今日は２団体にお出でいただきまして、お話をお
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伺いして、意見を交換したいということでございます。 

  第２番目の議題でございますが、「原子力のビジョン・提言」に盛り込むべき論点につき

まして、改めて委員の方々からご意見をいただきたいと思います。既にメモをご提出いただ

いている先生方がございますので、まずメモを出されている先生方からご意見をいただきた

いと思います。 

  それでは、浅岡先生から早速ご意見をいただきたいと思います。 

  浅岡先生、10分から15分ぐらいで終わらせていただいて、その後意見交換をさせていただ

きたいと思います。 

（浅岡代表） それでは、短い時間ですので、端折って申し上げたいと思います。このスライ

ドで申し上げたいと思いますが、最初の数枚は最近の温暖化をめぐる交渉の動き、あるいは、

世界の流れでございます。ＣＯＰ１３、ＣＯＰＭＯＰ３の会議がバリであったところであり

まして、当初想定致しましたよりは前進があったのではないかと思います。その背景には、

ＩＰＣＣがノーベル賞を受賞いたしますように、この問題は世界のどの国も大幅な削減が不

可避であるとの認識が共有されてきたことがあると思います。アメリカも途上国も含めまし

て、2009年までに次の2013年以降の枠組みを合意することができたということについてはよ

く報道されているところであります。 

  特に日本に関わるところでは、京都議定書のもとでのAWG（特別作業部会）の決定です。

アメリカを除く先進国は全て京都議定書の締約国でして、既に次の約束期間である2013年以

降の削減目標についてこのAWGで議論を始めていたわけであります。そのプロセスと、今回、

条約のもとで、アメリカ、途上国も含めた削減の議論をする場として設けられましたＡＷＧ

（特別作業部会）との２トラックで今後の交渉が進められることになっております。 

  特に京都議定書のAWGの合意では、新聞報道で数値目標が落ちたと言われております３つ

の数字がいずれも明記されています。世界全体で2050年までに半減以下にし、今後10～15年

に排出のピークを迎える必要があるとの点と、日本など京都議定書締約先進国は2020年に90

年比25％から40％の幅での削減が必要というＩＰＣＣの報告を認識して、これから削減目標

の議論することが明確になっております。そういう意味で、さらなる総量削減の取組み、そ

して、2050年には世界全体で半減へと、それを先進国、途上国で分け合っていく。そういう

意味でも総量での削減目標の枠組みというものはかなり明確になってきたと思います。 

  日本は、オイルショック以来、大変省エネが進んでいるので、そこを考慮してほしいとい

うことをかねて言っておりまして、バリの会議の前までは、経済界からは総量ではなくイン

テンシティによる目標、効率目標だけにしたいとの意向が強く出ておりましたので、鴨下大

臣は日本として総量削減を受け入れるとの表明ができず、国際社会の批判を受けた点は大変

残念なことでありました。今後、日本の国内での整理を急いで、総量削減目標を受け入れ、

そのなかで日本が特に主張したいことは何なのかとの整理を早くしていかなければいけない

と思っております。 

  明日、京都議定書第１約束期間（2008年から12年）の目標達成計画の評価・見直しについ

ての合同会議の最終協議があります。伝えられるところでは、バリ会議の結果にもかかわら

ず、これまでの議論方向から大きく変更はないようであります。世界は大変大きく動いてお

りますし、政権的にも大きな変化が生まれています。しかし、日本の国内の目標達成計画は

これまでどおりで動かないと。これから先５年間も、特に日本のCO2排出に大きなシェアを

占めます産業部門と発電部門について経団連自主行動計画という形をとっていきたいという

経済界の意向がそのまま反映されております。 

  こうした議論の背景に、原子力の問題はバックヤードとして常に議論になってきました。

７ページに、原子力対策を理由に現在の対策でいいのだと説明され、政策を進めることがで

きなかった経過をまとめております。例えば、98年の段階では原発を20基増設するので解決

するとの説明がありました。しかし、これは現実性がないということになりまして、京都議

定書を批准する段階では13基となり、稼働率が高く見積もられました。これもなかなか難し
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く、またこのころから稼働停止がいろいろな事情で起こってくるということになりまして、

そうしたシナリオが難しいということで、2005年の目標達成計画のときは原発設備利用率を

かつてないほどに高くするというふうにいたしましたところ、今回の地震があったというこ

とでありまして、原子力に大きく依存した目標達成計画の危うさが、今表面化しているとこ

ろであります。 

  ８ページには温暖化予算の内容があります。 

  この間、議論の焦点になっておりましたのが、日本は省エネ先進国であって、日本の産業

界には削減の余地はない、乾いた雑巾との主張についてです。この主張によって国際交渉で

も後ろ向きになっているところがありますので、その点について若干申し上げたいと思いま

す。 

  ９ページでありますけれども、よく日本では間接排出の割合の図表が出されますが、アメ

リカ、ヨーロッパで実施あるいは準備が進んでおります事業所別のキャップ・アンド・トレ

ード（排出量取引）というのは、事業所や発電所単位で、即ち直接排出でキャップをかける

というものであります。直接排出で見ますと、日本の場合は、大口の発電所と製造業、業務、

からの排出で64％ほどを占めます。およそ5～6,000（昨年からは電気と燃料を合算すること

にしましたので約１万）の事業所で六十数パーセントを占めます。残りが小口の製造業、運

輸、業務と家庭等の直接排出分ということになります。このように、電力が全体の３割、17

の高炉製鉄所で13％など、少数の工場・発電所で非常に大きなシェアを占めている。どの国

もこうした状況でありまして、ここに大口排出事業所に排出量取引（キャップ・アンド・ト

レード）が導入されているということであります。 

  日本は省エネ大国であるとよく言われるわけでありますが、10ページは購買力平価で比較

したときの日本とＥＵとの比較であります。これで見ていただきますと、家庭、業務が増え

ているので問題だということをよく言われますが、直接排出で見ますと、日本の家庭あるい

は運輸は非常に小さいものであります。製造業はさほど変わらない。エネルギー転換もあま

り変わらないということであります。これを間接排出でみましても、日本の家庭と運輸部門

の排出は欧米に比べて大変小さく、これが日本全体での省エネ効率の高さの大きな要因です。 

  人口１人当たりのＣＯ２排出量で見ますと、11ページのようなことになりまして、日本が

特段優れているということにはならない。これはＣＯ２で見ておりますが、エネルギー消費

量で見ますと、もう少しいいように見えてくることがあります。 

  それは、日本は燃料の中で石炭の割合が多いからでありまして、12ページをごらんいただ

きますと、電力部門がよく比較されますが、産業の分野において石炭の使用割合が日本は産

業が大きいということがわかると思います。石炭が安いことが要因です。自主行動計画では

エネルギーの使用量、エネルギー原単位、ＣＯ２の排出量、ＣＯ２の原単位の４つの指標の

どれを選んでもいいことになっています。そこで、石炭の使用量を増加させていても目標は

達成したという業界が多々出てくる、石炭の多い業界、増えている業界が出てきているとい

うことを反映しております。 

  13ページは、現在の目標達成計画で達成が危ういものの大どころを集めております。黄色

い印をつけたところは、政府は大丈夫だというものでありますが、私どもＮＧＯの目から見

ると極めて多くの不足量が生じると思うものです。今の対策では削減量が不足するというも

のをピックアップしたものでございまして、１億5,000万トンぐらい不足すると思われます。

そのうち、半分以上が電力に関するものであります。 

  １－５というところはエネルギー転換、電力に関する部分でありますが、原単位を20％以

上向上するという目標が達成できない見通しです。また、１－６は自然エネルギーの拡大で

1,000万トンぐらい足りないと。さらに、産業部門の600万トンは、製鉄業における不足量で

す。生産量が減ると思われて目標をＣＯ２総量で１割削減としていましたが、中国特需によ

って生産量が増えたため、この目標が達成できない。その他の部分については、民生や運輸

でおよそ政策がないままカウントされているものです。このように、目標達成が大変危うい
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目標達成計画であります。 

  14ページはその不足量の部門別の内訳であります。そのことについて、二、三の分野だけ

少し説明を加えさせていただきます。なぜ不足するのかという点であります。 

  ページが抜けておりますが、15ページはエネルギー転換に関する部分でありまして、上の

グラフは直接排出における90年からの変化であります。こういうグラフは政府からは見せて

いただくことがありませんけれども、業務、家庭が増えていると言われますが、増えている

のはエネルギー転換からの排出量であります。これは電力使用量が増えていることも一部あ

りますが、排出係数の改善が進まない点も相当にあります。 

  排出係数が改善しない原因は、左下の石炭火力発電所からの排出が大幅に増加した。石炭

火力発電所からの排出の増加分は、日本全体の排出量の増加分に相当します。これは、石炭

火力発電所が稼働し始めた時期であったということもありますけれども、継続して増加して

いる。発電所も一度建設したら何十年も稼働するわけですので、今、政策転換をしないと、

今後、こういう多排出構造が持続して、2050年に半減しようにも 追いつかないということ

になりますので、今転換が必要だと思います。 

  右下は、政府の目標達成計画では7,000万とか8,000万トン、削減量が不足すると思ってお

ります計算の根拠であります。赤い点が原子力発電所の稼働率でして、その稼働率が７割に

満たない現状ですが、これを88％まで稼働させることを前提としておりますし、逆に石炭火

力発電所の稼働率が増えている現状であるのに、これを下げるということを前提にしている。

どちらもあり得ない前提でありますので、必然的に相当な不足量が出る。電気事業連合会は、

不足量を海外からクレジットを買ってきて埋めあわせをしますと言っておられます。第１約

束期間はそれで賄えるかもしれませんが、費用もかかりますし、次もその次もあるわけで、

いつも買ってきて埋め合わせるというわけにはいかない。やはり排出削減構造に体質改善を

することが必要だということであります。 

  16ページは少し詳細な国際的な比較であります。日本の経年的変化を、他の国々と比較し

てみますと、日本が安定的に大丈夫というわけではないと。これからどの国も努力をしてい

くわけでありますので、かつて日本は頑張ったということをいつまでも言っているわけには

いかないと。発電部門の燃料構成については、アメリカやドイツなどは石炭を沢山使ってい

るという指摘もありますが、石炭は国策的に高い値段がついておりまして、日本は石炭が安

いために使われている。このあたりは税制の問題としてもっと考えていかなければいけない

ことになろうと思います。 

  17ページは、私どもが発電所と事業所等の燃料の使用量について情報公開を請求した中で

得られた資料であります。電力会社からこうした資料はなかなか出していただけません。左

下の図は発電の効率分布を示しております。効率レベルごとに幾つもの発電所の発電量が１

つのブロックの中に入っています。どういうレベルの発電所からどれくらいの発電がなされ

ているかを示しています。基本的には天然ガス発電所が効率がいいのですが、古い発電所は

石炭より悪い天然ガスの発電所もあり、そこでの相当の発電量がある。石炭は概して悪いと。

石油火力発電所は放置されている。これらの発電所を、天然ガスへの燃料転換とともにトッ

プランナーの効率に移行していく、そうしたこれからの計画をしていただく必要があります。 

  また、稼働率を変えるということが必要です。18ページがその図でありますけれども、現

状では石炭の火力発電所の稼働率が最も高く、天然ガスは小さい。ということは、発電所を

新規に増やさなくても、稼働率を変えることでＣＯ２を相当削減することができる。そのた

めには、石炭のほうが安いですから、石炭ではなく天然ガスを使うことで経済的にも見合う

ような税を考えなければいけないということが出てくるかと思います。 

  次の19ページからは日本の製造業全体の構造であります。90年、日本はオイルショックの

ときから効率改善をしてきたとよく言われます。確かにドラマチックに70年代から80年代ま

では改善をしておりますけれども、その後は停滞あるいは悪化している。なぜこうしたこと

が起こったのか。石油価格の下落と石炭火発の増加があり、鉄鋼、その他化学業界などでも
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それが加わってこうした結果になっております。要因を分析しつつ改善をすることが必要で

す。これらは、日本の製造業や発電所にＣＯ２排出削減のポテンシャルがそれなりにあると

いうことを示しているわけでありまして、いつまでも「乾いた雑巾は絞れない」と言ってい

てはいけないということであります。 

  20ページもそうしたことでありまして、製鉄業はどの国もレベルがほぼ近寄ってきていま

すが、日本の製鉄所はなぜか石炭が大変多い構造になっている。その意味ではさらに削減ポ

テンシャルはあるだろうということであります。 

  製紙業もなぜか石炭の使用が国際的に多い、これが許されてきたということであります。

製紙業についても、先ほどの発電所のような工場ごとの効率分布を私どもから出しています。

これらは「乾いた雑巾」ではないことを示しています。今後の排出削減には省エネ、新エネ、

さらに燃料転換と、こうした３つの部分を推進するための政策的な措置が必要です。自主行

動計画という目標指標や目標数値を自由に選んでいいという仕組みから脱却して、世界に遜

色ない制度にすることが必要です。Ｃ＆Ｔ型排出量取引は嫌だというなら、それに替わるも

のとして評価できる制度の導入が必要になろうかと思います。 

  そこで、原子力との関係では、足りないエネルギーを原子力で賄えば何とかなるのではな

いかという期待が社会的にもあろうと思いますが、そうしたことに頼っていくということで

は、原子力の持つさまざまな問題から、2050年、2100年という将来世代のことを考えますと、

賛成できません。低炭素社会に向けては大量生産・大量消費という構造から脱却するという

こと抜きには、本当の解決はないと私どもは思っております。 

  また、今回の会議でも、途上国に原発を建設し、それをＣＤＭでやれないかという議論を

日本は提案しています。しかし、技術移転は大事ですが、途上国が自ら使いこなせないよう

な技術を移転するというのは、原子力に限らず、本当の解決にはならないだろうと。そこの

持つ問題は世界共通であると思っております。 

  時間がもう過ぎましたので、終わりますが、26ページには、国際的な合意の中ではそうし

たことを含めて原子力は慎む、ＣＤＭでは慎むとされています。それを安易に外させるよう

なことは日本としてやっていただきたくないと思います。この原子力について、藤村さんが

補ってくださると思いますが、まだまだ解決しなければいけない大きな問題がある。廃棄物

の問題も深刻であると私どもは思っています。 

  とりわけ地震の問題は、28ページ、29ページにお示しいたしましたけれども、心配のない

ところに立地することは本当に難しいし、それができるようなことをしようとするとコスト

に見合わない。廃棄物処理を考えますと、本当にコストに見合わない。アメリカの政府の関

係者とお話ししたことがありますが、「原子力は考えられません、とてもコストに合いませ

ん」とはっきりおっしゃられるわけです。そういうコスト問題をここでは産業界の方は言わ

れないですが、しっかり考えてご判断いただきたいと思います。 

  少し長くなりましたが、以上でございます。 

（山本座長） 浅岡先生、ありがとうございました。大変短い時間で申しわけございません。 

  あと５～６分しかありませんが、何かご質問等ございましたら。いかがでございましょう

か。 

  はい、短く。 

（崎田委員） 大変遅くなりまして失礼いたしました。私は生活者の視点でこういう会議に入

らせていただいておりますので、今、普通の社会で原子力についてきちんと意見交換ができ

る場が大変少ないのではないかと思って、こういう場でも随分提案させていただきました。

今回こういうふうに表明していただいて、こういう場づくりというのが広がっていけばいい

のではないかと思っていますが、今回ご参加いただいたお気持ちというか、その辺を一言お

聞かせいただければありがたいと思います。 

（浅岡代表） 私の本業は弁護士でありまして、本業の時間のすき間を縫ってこうした場に参

加させていただいていますが、それでも産業界の皆様とお会いする機会は多いのです。議論
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の場があるのですが、すれ違いが続いています。例えば、産業界の方は、日本は「乾いた雑

巾」で、これ以上絞れないと10年来おっしゃっていて、幾らデータをお示しいたしましても、

やっぱり同じことを言われる。こういう繰り返しであります。原子力につきましても、ちょ

っとそれに似たところがあるかもしれません。 

  本当はもっと広い国民層が、国としての将来、あるいは、個人としての将来を、落ちつい

てゆっくりと、データを基に議論を深める場があってほしいものだと私は思っています。こ

こはその一つだとは思いますが、大体どこも10分で述べよ、ということですので、いつも同

じことで終わっているのが現状ではないかと。合同会議も同じで、１人２分の発言で終わり

なので、議論が深まらない。では『朝まで生テレビ』みたいなことをやれば何とかなるのか

というものでもなくて、少し冷静に静かに、またデータも、自分の主張を裏づけるためだけ

の、バックグラウンドのわからないデータが多いので、これも克服していっていただきたい

ものだと思っております。 

（崎田委員） ありがとうございます。 

（山本座長） はい、どうぞ。 

（浅田委員） 最後のほうにおっしゃった「大量生産・大量消費の社会からの脱却」というこ

とは非常によくわかりますが、そういう社会をいかに実現するかという点についてはどのよ

うにお考えでしょうか。例えば、冷暖房を例にとっても、冷房が終わったら次の日から暖房

をするといったような、そういう社会がそう簡単に変わるようには思えないのですが、いか

にしてそのような社会を実現するかという点について、お考えがあればお聞かせいただきた

いと思います。 

（浅岡代表） それは一朝一夕にはいかないということはよく承知の上で、国民の意識も大変

重要なことだと思いますが、他方、制度が重要であり、政策が重要であると思います。今日

の新聞を見ておりますと、ＥＵの新しい自動車の排出規制は１台当たりの排出量ということ

なんですね。日本のトップランナー方式は、大型車には大型車の基準、中型車には中型車の

基準と。大きくてもいいわけであります。ですので、大型車にシフトすればトップランナー

自動車を選択しても発生が増えるということになる。削減に役立つ制度設計がなされる必要

があります。ＥＵの仕組みですと、嫌でも小型車のほうにシフトしていくことになりますね。

大型車にしにくい仕組みができるということになります。 

  日本の国の方針として、インテンシティ目標以外は難しいとの考えがあるようです。それ

で経済が活性化する、そのゆえに結果的に増えるのは仕方がないと、こういうところを国の

方針として克服して、目的を排出削減ということにあることをはっきりさせて、その実現の

ための必要な政策は何かと考える。アメリカにしてもヨーロッパにしても、事業所ごとに排

出枠を設けて、それを総量目標としてしっかりやりなさいという制度に帰着していっている

わけです。あるいは、排出量の多いところには税を課しましょうというふうにしてきており

ます。日本はそれが嫌だと言っている限りは、低炭素社会は生まれないですね。ただ、どこ

でそうした政策転換ができるかについては、政策ですから、最終的には政治的な意思の問題

ということであります。 

  今回、オーストラリアの政権が変わり、京都議定書を批准しました。先進国の中期目標と

して2020年までに25％から40％削減という目標を入れるかどうかということが、最後の最後

までかかり、午後６時まで議論になりました。オーストラリアは政権が変わったところで難

しい実情もあり抵抗しましたけれども、最後は「イエス」と言いました。しかし、日本は黙

っていました。政府の広報からこの部分が落ち、「否定はしなかったけれども、承諾もして

いない。」と政府は言っております。ここはやはり政治が変わる必要重要性を感じましたし、

そのためには国民の意識も変わる、国民が政権を選択するときの政策課題設計をわかりやす

くしていく政党の努力も必要なのだろうとか、いろいろ考えたところであります。 

  あわせて、この構造は日本の都市構造や建物構造を、今おっしゃられたようなことにしな

くて済むものにしていくということですね。これも政策に帰着しますが、そうしたことでで
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きない話ではないという知恵は出ています。日本の場合は技術もあるしお金もある、ないの

は政治的意思というか、政策だとよく言われますけれども、本当にそこが大きな課題だと思

います。 

（山本座長） 浅岡先生、ありがとうございました。もう時間になりましたので。浅岡先生か

らの意見表明でこれで終りにさせていただきます。 

  続きまして、環境文明21の藤村共同代表からご意見を伺いたいと思います。 

（藤村共同代表） 皆さん、こんにちは、環境文明21の藤村と申します。今日はこのような機

会を与えていただきまして、ありがとうございます。私からは、「原発を国民的議論にする

ために」ということを中心に、先ほど浅岡さんからもご意見がありました点と合わせて、

「温暖化とコミュニケーションの視点から」ということでお話をさせていただきたいと思い

ます。 

  本題に入ります前に、原発に対する我々環境文明21の基本的な考え方でございますが、現

在ある施設を徹底した安全管理の下で使用しつつ、再生可能エネルギーを本気で増やして、

かつ下記のような課題に応えられない限り、将来的には原発は廃止の方向が望ましいのでは

ないかというふうに考えております。 

  課題というのは、いつも言われますように核廃棄物の処理の問題であるとか、あるいは、

これだけ社会力が落ちている中で長期的な管理体制がありうるのだろうかとか、あるいは、

核の国際的な問題とか、何より私ども市民からすると安全性とか、企業に対する不信感とい

うものがあるわけでして、国民的な議論がないままに突っ走るということは非常にまずいの

ではないかなということが基本的なスタンスでございます。 

  今日のお話の課題ですけれども、温暖化の視点からということに関しましては、先ほど浅

岡さんからもかなり詳細にお話いただきましたので、私どもからは基本的なところのみとい

うことにさせていただきたいと思います。私ども持続可能な社会をつくるということで活動

しているＮＧＯといたしましては、温暖化の危機というのは本当に深刻で、何としても早い

時期に食い止めなければいけないという強い意思を持って活動しております。 

  そういう視点からいたしますと、ＣＯ２排出の少ない原子力というのは有効だと言われて

おりますが、それだけに頼って本当にいいのだろうかということは常に思っております。例

えば、今年の夏の柏崎の原発の停止によって安定供給ということも揺らぎましたし、それに

よって火力発電所稼働によるＣＯ２の排出も増えたわけで、原発に何かがあれば安定供給も

温暖化防止ということも揺らいでしまう。こういうような不安定なものだけに頼るというこ

とは、文明国家日本としては決して賢明ではないと思います。 

  環境文明21としては、資料に詳しく書いてございますけれども、温暖化対策の７原則とい

うことを挙げております。１番は、何よりも温暖化の科学を正面から受け止めましょうと。

あるいは、枠組みについては国会の決議、あるいは、公平を旨としましょうとか、長期的な

視点ということを日ごろ言っているわけですけれども、そういう視点から今特に求めれるこ

とは何かというと、ＩＰＣＣの報告もありましたし、科学の知見と警告を真摯に受け止めな

がら、先ほど山本先生からも「大変だ」というお話がありましたが、温暖化が予想以上に進

んでいるという現状の中で、本当に原子力だけでやっていけるのかということを、長期的な

視点で冷静に議論する必要があるのではないかということです。 

  私たちのような素人でも、自然災害が増えたときに本当に原子力は大丈夫かなとか、いろ

いろな社会のリスクが高まった段階で原子力だけにこんなにお金をかけられるのかなとか、

あるいは、人間力の低下ということで長期的にちゃんと管理ができるかなという、本当に素

朴な不安を持っているわけです。こういうふうなことにも真摯に答えを出していくことが求

められるのではないかということです。 

  さらにもう１つ、環境、経済、人間・社会のバランスのとれた持続可能な社会を維持する

エネルギーとして、原子力に頼るだけではなくて、太陽光や風力、バイオマスなどの再生可

能なエネルギーの有効性を認めて、国として公平な技術開発や普及支援を行うべきではない
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かと思っております。ＩＰＣＣの報告にも再生可能エネルギーの有効性が示されているわけ

ですし、ドイツではこれを高めるために国策として支援をしているわけです。日本では再生

可能エネルギーというと、原子力関係者は安定的でないとか量が足りないと。もちろんそれ

はよくわかっておりますが、本気でやってみてどこまでできるのかと。その上で議論が必要

なのではないかと思います。本気でやればもっともっと知恵は出てくるのではないかと思う

わけです。 

  先ほど申しましたように、温暖化に関しては浅岡さんから述べましたので、次にコミュニ

ケーションの観点から述べさせていただきたいと思います。私自身、長年環境教育をやって

おりまして、原子力に関する教育、コミュニケーションというのは非常に不足していると思

っています。幾つか問題点があるかと思いますが、その１点としては、「原子力ありき」の

議論が非常に多くて、エネルギー全体の議論が非常に少ないということです。私が最初に電

力会社に見学に行ったときに不思議に思ったのが、「人口が減少する、省エネを一生懸命や

りましょう、省エネ技術を開発しましょう」と言っているのに、どうしてエネルギー需要が

増えるということが前提なのかなとか、あるいは、だれがそれを決めるのかなと不思議に思

いまして、今でも不思議に思っています。 

  持続可能な社会を構築する上では、先ほど浅岡さんもおっしゃいましたように、まずはエ

ネルギーの需要を抑えた上でそれを何で賄うのかと、そういう議論が必要だと思うわけです

が、増えるから、国策だから原子力でやりましょう、となると、本質的な議論はそこからは

進まないのではないかと思うわけです。本質的な議論を妨げているということがあるように

思います。 

  ２点目としましては、情報が偏っていてわかりにくいということです。あとで少しだけ紹

介させていただこうと思いますが、私どもは原子力について公平な議論ができる人材を育成

したいということで教材を開発しました。それに当たりまして、いろいろなバックデータを

集めましたが、原子力はいいですよという情報が電力会社、国のデータとしてありますが、

ここが問題だというデータは非常に少ないんですね。それで教材をつくるときに非常に苦労

いたしました。国民的な議論を進めるということから考えると、公平な情報が必要ですし、

国のデータも、そこが最も重視すべきところではないかなと思っております。 

  例えば、発電コストを見ましても、風力とか太陽光というのは国内情報で、発電コストの

比較はＩＥＡのデータということで、自然エネルギーは地域性があるからかなとも思います

が、素人ではここをどう比較していいかわかりません。それから、建設コストを見ましても、

太陽光、風力に比べて原発には非常に安価ということが書いてあるんですが、何であれが安

いんだろうと思ってしまいます。補助金の問題はどこにいっているのかなとか、老朽化した

核施設の処理の費用はどこに含まれるのかなとか、核廃棄物の管理の費用はどこに含まれる

のかなということを思います。コスト比較というからには、その施設のライフサイクルでの

コストを見せていかないと、国民にとってはわかり難いし、公平な議論は絶対にできないと

思うわけです。その辺のところがすごく欠けているなと実感として思います。 

  ３点目として、エネルギー教育が少ないし、教材も限られているなと思います。私の周り

には学生が沢山いますし、教員をしている友人もいるものですから、そういう人に「原子力

教育とかエネルギー教育をやった？」と聞きますと、「やったことありません」という学生

さんがほとんどです。その要因を考えると、私自身もよくわかりますが、エネルギーは難し

いとか、一般的な議論は困難だ、だから専門家に任せておきなさいということだと思うんで

すね。しかし、議論というのは知識の普及とか訓練で育つもの。それを最初から専門家に任

せなさいと、それを怠っていたのではいつまで経っても国民的な議論は起きないし、国民的

な合意にも至らないのではないかと思っております。それは真の民主主義教育に反すること

ではないかと思います。 

  先ほど少し申しましたけれども、私どもとしては原子力賛成か反対かではなくて、そこに

合意形成の能力を身につけるための教材ということでｅラーニングのようなものを作って、
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まずは知識を提供し、それを基にいろいろな立場の考え方があることを考えてもらい、自分

の判断を確実なものにする。そういう予習を基に皆で議論する。ある大学でｅラーニングを

用いた授業をやりましたが、最初の賛成、反対とは違って、学習の後は議論が深まりました。

そういうことをやってこそ本当の議論ができるようになるのではないかなと思っています。 

  そういうことも踏まえまして、原発に関するコミュニケーションの鉄則といたしましては、

１番目として、「原子力ありき」ではコミュニケーションは進まないと思います。省エネあ

るいは再生可能エネルギーの潜在力も含めて議論をするということがとても大事ではないか

と思います。 

  ２点目として、私たちはどういう社会を目指すのか。リスクが多くても科学技術に頼る、

便利で快適な生活を目指すのか、それともリスクの少ない、ちょっと不便だけれども、ロー

テクの社会をめざすのか。どういう社会を目指すのかという議論がまずあって、その上でそ

のエネルギーを何で賄うのか。そして、原子力なのか、水力なのか、再生可能エネルギーな

のかという議論が必要なのであって、そういう流れを踏みながらコミュニケーションをやる

ということが重要だと思います。 

  ３点目といたしましては、公平・公正な情報をわかりやすく伝える。都合のいい情報、デ

ータだけを使わない。リスク情報も含めて積極的に提供する。日々の会話の中でもいいこと

だけ言う人って信用できません、自分が失敗したとか、ここがまずいよねというようなとこ

ろを出してこそ、人間の信頼関係というのは生まれると思いますが、この場面でも全く同じ

で、リスク情報も含めて的確な情報を出していくということが大切だと思います。 

  さらに、多様な立場・考え方の人を巻き込む努力をするということです。現状では諮問委

員会、閣議決定ということで、これは議会制民主主義の立場からすれば一つの流れにはなっ

ているかと思いますが、現実的には一部の人の議論に終わって、原子力が国民的議論には決

してなっていないと思います。そこは大きな問題ですので、まずそこを最初からやり直す必

要があるのではないか。と同時に、地道な環境教育を進めていくということが必要だと思い

ます。 

  以上のようなことから、先ほど浅岡さんもおっしゃいましたけれども、温暖化の問題、あ

るいは、エネルギーの問題というのは、人類の生存にかかわる根本的な事項で、私たちの暮

しに関わる基本事項ですから、国民に対して公平な議論の場と材料を提供するというのは当

然のことだと思います。そういう議論を経た上で、国としての方針を決定すべきではないか

と考えております。長期的には教育ということでしょうし、短期的には、温暖化のことを考

えるとかなり時間が迫っているということも考えると、各地でワークショップをやるとか、

学生の討論会をやるということで、原子力に関するコミュニケーションをもっと進めていく

必要がある。最終的には国民投票をやろうかというぐらいのつもりで、本気でこういう議論

を展開していく必要があるのではないかなと思っております。 

  最後に、私どもの加藤共同代表が一言、これだけは言っておいてくれということを言われ

ましたので。京都議定書というのは国会の全会一致で決められた国策であるにもかかわらず、

電力関係者の中にはそれに異議を唱える人がいます。その一方で、その人たちの中には法律

で決まっただけの原子力を国策と言う、そういうのはおかしいのではないかということを盛

んに言っておりました。温暖化の危機というのを真摯に受け止めて、再生可能エネルギーも

含めて、本気でエネルギー対策をこの場で、国民的議論の場で盛り上げていかなければいけ

ないのではないかなと思います。 

  最後に、今日はこういう場を与えてくださってありがたいなと思いつつも、よくこういう

会議では「伺いおきます」ということでそのままになるケースが多々あります。伺いおくだ

けではなくて、いいと思ったことは進めていただきたいと思いますし、ここが国民的議論の

第一歩であれば、それをさらに進めていただきたいなと思います。どうもありがとうござい

ました。 

（山本座長） ありがとうございました。 
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  藤村先生のご意見につきまして、何かご質問等ございましたら。 

（田中委員） いろいろ有用な貴重なご意見、どうもありがとうございました。本質的な議論

が必要であるとか、公平な議論が必要であるとか、教育が必要であるということは、全くそ

の通りかと思います。再生可能エネルギーと省エネと原子力をどういうふうにやっていくの

か、それらは本当に重要だと思いますが。 

  質問は、原子力か省エネか再生エネ関係、いろいろ考えていくときに一応の基準とか、比

較するときの条件とか基準があると思いますが、その場合、原子力に対しては、基準とか、

どうなっていれば満たせるか、そういうものを作って公平に評価するのは難しいかと思うの

ですけれども、その辺について何か。 

（藤村共同代表） 公平な評価の前にわかりやすい情報をどう作っていくかということが第一

歩だと思います。私どもは原子力の専門家でも何でもありません。この会議に当たっても、

先ほどの教材づくりに当たってもいろいろデータを集めましたが、あちこちに散らばってい

るし、出所もバラバラだし、どう比較をしていいかわからないわけです。だから、まずは資

料をわかりやすく作っていくということが第一歩ではないかなと思います。 

  それから、データを作る場合は、こちらが出したいデータを出すのではなくて、知りたい

人からどういう情報がほしいかを聞くというのが、いい情報になる一つの目安ではないかな

と思います。そういう意味では、我々のようなＮＧＯとか、国民、あるいは、エネルギー教

育をなさっている先生方から、そういう情報を得るということも一つの方策ではないかなと

思います。 

（山本座長） 今の点について、どういう機関がやればいいと思いますか。政府がそういう情

報をつくるのがいいのか、民間がやる方がいいのか、その辺はどこがよろしいですか。 

（藤村共同代表） 国の情報だからと信じる人もいれば、国の情報だから信じないという人も

いると思うので、産業界と私たちのような市民、ＮＧＯというような人たちが一緒につくる

ということが一番よろしいのではないかと思います。 

（山本座長） そのほかいかがでございましょうか。 

（岡﨑委員） 一点だけ質問をさせていただきたいのですが、ご指摘いただいているとおり、

エネルギーの問題あるいは環境の問題についての教育の問題というのは大変大事だし、そう

いった問題を通じてきちっと理解をし、議論をしていくだけの人材を育てていくというのは、

これからの社会にとって大変大事なんですが、エネルギーや環境の問題についての学校教育

というのは、果たしてどの段階からどういう形でやっていくということについて、今の制度

を変えていく必要があるのか、学校教育と社会教育という、学校以外の教育というのはどう

組み合わせていくのがいいのか。今までご経験の中から教育をどう進めていくことがいいか

ということについてお考えがあれば、ぜひお聞かせいただきたい。 

（藤村共同代表） なかなか難しい非常に大きな問題かと思うんですけれども、エネルギー教

育にしろ、環境教育にしろ、生きていくための教育だという視点からすれば、小学校１年生

に原子力を教える必要はない。だけれども、大学生には原子力というものを倫理面も含めて

教育をする必要があるだろうと。細かく段階を追って秩序立てて組立てていくことが大切だ

と思います。 

  ただ、最近は若干、エネルギー教育よりも環境教育のほうが進んでいるかなと思いますが、

環境教育法という法律が成立しましたが、環境教育そのものはうまく進んでおりません。な

ぜかというと、それは単にやりましょうという法律ができただけで、制度的なバックアップ

もなければ、強制力もないというところが大きいかと思います。持続可能な社会をつくると

いうことからすれば、エネルギー教育、環境教育は同じだと思いますが、もっと教育に本腰

を入れて、先生方の教育も含めて、あるいは、社会人であれば社会でそういうことに携わる

人たちの研修も含めて、本気でやるという時期にきているし、もしかしたら間に合わないか

もしれない。でも、やらなければいけないことだと思います。 

（山本座長） そのほかいかがでございましょうか。 
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  はい、黒川先生。 

（黒川委員） どうもありがとうございました。お二人のヒアリング、その通りだと思います。

イギリスでは今、国会で「クライメット・チェンジ・アクト」というのが議論されていて、

2050年までに60％下げることを目標に必要な法律をどんどん作ると。それから、その進行状

況をモニターするという機関も作りますが、そういうことは日本では起こらないですよね、

皆さんおっしゃっているように。バリに行ってみればすぐわかると思いますが、日本の国家

の意思はどこにあるのかというのが全然見えない。日本の国家の意思というのは各省庁が持

って調整するわけですからね。政治トップの意志が出てこない。市民社会にはなっていない

ということですよね。それはどうしたらいいかということじゃないですか。 

  今、ＮＧＯが増えているのは確かにそうだけれども、各省庁が持っている一次データは公

開しないですよ。こんな先進国は聞いたことがない。今度、内閣府に司令塔を入れるという

ふうになってきましたが。日本人は皆お役所にお願いしていたというカルチャーがあるわけ

です。先週、私はスタンフォード大学で講演しましたが、「これは田吾作社会だ」と言った

んです。どういうふうに変えていったらいいかというのは、イギリスもそうなったのは、ブ

レアさんもそうだし、サイエンスアドバイザーもそうだし、ロイヤルソサエティもそうだけ

れども、そういうことを頻繁に社会に向かって発言しているということがひとつと思います。 

  それをしない限り、今度のように参議院で大負けすると、地方が大変だと言って道路を作

ろうという話に一気になってしまって、道路以外には仕事がないのかねと考えてしまいます

けれども、そういう民意、国家なんです、日本は。それは政治の力を作るためには、選挙を

する人たちがどういう人にしてほしいかということを日ごろから言っていないと。新聞も記

者クラブに固執して問題がありますが、どうしたらいいかというのは日本の国の根本的な政

策をつくるところの問題でしょうね。 

（藤村共同代表） 浅岡さんもご意見があると思いますが、私から一言言わせていただくと、

先ほど伺い聞いただけでなくてしっかりやってくださいと申し上げました。例えば、ドイツ

とかスウェーデンは、ＮＧＯの意見をちゃんと聞いて、それを政策に反映しなければいけな

いという仕組みがあるわけです。そういう仕組みがあることでＮＧＯがもっとちゃんとした

ものになっていくし、発言力も大きくなるし、応援してくださる方も増えると思います。日

本はそういうものさえもありませんということです。 

（黒川委員） 私はどうしてそうなのかということを言っているわけです。要するに民意がそ

んなところにはない、政策を決定するプロセスに。だから、お役所の天下り先とかいろいろ

な話が問題になっているのは、基本的に省庁が政策をまず持ってくるのが当たり前だと皆思

っていたところに、今、情報が世界に広がって転換期になっているだけの話で、今までのと

ころで抵抗勢力が出ているのは当然です。ではどうしたらいいか。少々時間はかかるけれど

も、いろいろな人たちがいろいろな発言をする場というのが大事だし。そうなると、ウェブ

みたいなものは、今までの新聞ではないパワフルなメディアですから、そういうツールをど

う使うかという話が動いているからこそＮＧＯの人たちがこういうところに呼ばれるという

のは一歩前進です。気候変動に対して世界はもっと速く動いているので、そこに追いつけな

いのではないかという気はします。 

（山本座長） 今のお話で私も常々感じているのは、欧米のＮＧＯというのはものすごく勉強

していて、提言能力もあると思うのです。今、私が心配しているのは、数値削減目標にして

も、どのぐらいになれば危険な気候変動とみなすのか、どのくらいの温度上昇まで許すのか。

そのための実現手段について、環境ＮＧＯの方が日本で具体的に提言はされるんですか。先

ほどのお話ですと、２℃ターゲットでよろしいんですかね。 

（浅岡代表） 交渉の中では、大きく分けて２℃クラブと４℃クラブと比喩することがありま

す。日本、アメリカ、カナダあたりは４℃も仕方がないということのようにみえます。ヨー

ロッパや途上国の脆弱な国々は２℃。２℃でも大変だと脆弱な国は申しておりますが、そこ

が大きな違いだと思います。そこで数値目標をしっかり方向付けた上で、それを実現するた
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めの政策を議論しようと。今、先生がおっしゃられたような意味での政策提言能力は、ヨー

ロッパのＮＧＯが持っているというよりも、シンクタンクが民間向けに活用できるものがあ

って、データソースを持っている。日本はシンクタンクが政府系あるいは事業者系でありま

して、NGOはなかなか活用できない。ＮＧＯが活用できる資源が違うという点が一つは考え

られます。 

  私は96年地球サミットのころから少しこれに関わりまして、京都会議の１年ぐらい前から

こうした交渉に関わっておりますが、当時は公の場には呼んでもいただけませんでした。京

都府でも京都市でもそうでした。京都会議が終わりましてからは、審議会に入れていただき

ましたけれども、いるだけでありまして、少数意見であり結論に影響を及ぼすには至ってお

りません。また、その審議会の議論は、10年間、ちっとも親展がありません。経済界が拒否

権をもっている実態だからです。そこで私は、情報公開法ができたということで、裁判所を

活用しようと考え、情報公開請求をし、訴訟をしている。一次データはそうしてしか得られ

ない。 

  先ほどお示ししたものは、慌てまして入れ間違えました。パワーポイントの資料の17ペー

ジの左の発電効率の表は、もう１つの資料１－２の３ページの中ほどにあるものを入れよう

と思っていたものです。原子力発電の抜けたものを入れてしまいました。こうして見ていた

だきますと、どういう効率の発電所がどれだけ発電しているのか、それぞれの稼働率（その

データはあります。）と情報公開請求によって得られたものとを併せたものです。事業者は

持っています。もちろん国は持っています。これをちゃんと国民に示してくれればもうちょ

っと議論は違うと思います。私どもはそうして情報を得ることを少しずつやってきました。 

  それからもう１つ、日本の自主行動計画について、政府は検証可能ではないデータの下で

厳格な審査をしたと結論付けていまして、合同審議会の報告書もできております。これを国

の経済産業省などのホームページで英文にして世界に発信する、よくやったというのを発信

するというのです。仕方がないのでこういうものを英文にして私どものホームページで、実

態はこうですというのを出して、外国政府の方に見てくださいと申し上げています。そのこ

とによって……。 

（山本座長） すみません、日本国内でのチームマイナス６％のお話はよくわかるのですが、

グローバルな問題をどうやって解決するかというビジョンとか、提言とか、政策提言はされ

ているんですか。 

（浅岡代表） 私どもはやっています。昨年には2020年30％削減シナリオを出しました。そこ

には、先ほど言いました低炭素社会の、今、中央環境審議会でやっているようなものの2020

年から30年を視野に社会像を検討しています。それを達成するためには、自然エネルギーを

このようにと入れていく、家庭ではこうしていくとの提案をしています。今年のこうした議

論が予定されていましたので、それに備えまして、昨年の10月ごろに出しています。 

（山本座長） そういうものを作成されるときに日本学術会議は協力してくれますか。 

（浅岡代表） 全くいただけません。ただ、先生も含めまして、研究者の方々は世界で有数の

研究をされている方々がいらっしゃるわけです。京都大学にもいらっしゃいまして、私ども

が相談申し上げればよく教えていただけますし、理解も深められます。 

（山本座長） 個別にはそういう科学的知見を提供していただけると。 

（浅岡代表） はい。個々にはいろいろ勉強させていただいております。しかし、一番データ

を持っているのは政府ですので、政府がもっと出していただく必要があると思うことはあり

ます。出していただけないので、訴訟を提起いたしまして、それをもとに更に踏み込んだデ

ータを出していただけるようにお願いするということです。 

（山本座長） 今回、私は座長を仰せつかって、４回、既に会議を開いているわけですが、そ

の資料を私なりに勉強しますと、2030年とか2050年までに大幅削減するためには、原子力を

活用する以外に、もちろん再生可能エネルギーも全力で追求したとしても、そのほかに具体

的な有効な手法があるかというところが私は自信がないというか、原子力抜きには語れない
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ような気がします。そういう点について、お二方のＮＧＯではどうお考えですか。全世界の

問題を解決するという観点に立ったときにです。浅岡先生の資料を拝見すると、原子力は日

本では全然可能性はないというような結論になっているかと思うのですが。 

（浅岡代表） 可能性がないと言いますか、現在ある原子力をよく管理して使っていく。それ

を私どもは今すぐやめろと思っているわけではありません。ですけれども、今後原子力に依

存した形で日本がやっていくということではなくて、さっき申しましたように燃料転換の余

地がまだ随分あります。それから、省エネの余地もあります。また、需要そのもののへの発

想の転換もしていく。そこへ自然エネルギーがヨーロッパなどで普及しているように政府が

しっかりやっていくというのが大事だということから、それなりのシナリオを組んでやって

いけますよという提案を我々なりには出しております。 

  世界全体をどうするのか、中国をどうするのかということが一番大きいかと思いますけれ

ども、中国は原子力も水力も恐ろしい数を今計画し、そのエネルギー政策をつくっている。

私自身にそこの解決策を提起するというような知恵はありませんけれども、それぞれの国が

我々が日本で考えるのと同じように、原子力も温暖化もそのリスクを最小限にするような道

をたどっていくという工夫はありうることだろうと思います。バリでちょっと郊外に行きま

したら、エアコンがなくても、あの蒸し暑い中でも暮らせるところがあって、とても快適な

レストランがあって、それもひとつなんだと思いました。だから、1人当たり（パーキャピ

タ）で世界共通目標化というのも正しいようで正しくないところもひょっとしたらあるかも

しれません。 

（山本座長） 藤村さん、お願いします。 

（藤村共同代表） 私も、山本先生、おっしゃったように温暖化の危機ということ、あるいは、

世界ということを考えると、当面は原子力に頼らざるを得ないかなというのは、ある程度納

得のいくところではありますけれども、先ほどから浅岡さんが盛んにおっしゃっているよう

に、それだけじゃないでしょうと。もっと違うこともやりながらやっていくことが公平でし

ょう。同時に、先ほどから度々申しておりますように、省エネをやり、いい技術をつくれば、

それでいいのかといえばそうではなくて、まずはエネルギー需要そのものを減らすことが大

切です。 

  日本人は、日本で困ると「世界を見てどう思いますか」とおっしゃるんですけれども、日

本でできないことを世界に広めることはできないと。世界を見つつも日本でできることをま

ずやる。それはまさにエネルギー消費量を抑えていくということが大前提だと思うのです。

そこからやっていくということではないかなと思います。 

（山本座長） 長時間にわたりありがとうございました。 

  それでは、お二方の先生に改めて感謝をいたしまして、次に議題２に移りたいと思います。

議題２は原子力のビジョン、提言に関する意見の交換でございます。 

  あらかじめご意見を頂戴した先生もいらっしゃいますが、今回ご欠席の浦谷先生、堀井先

生、木場先生からもメモをいただいておりますので、事務局からこれらの先生方のメモをご

紹介いただいた上で、議論に移りたいと思います。今回はご出席の先生全員からご発言いた

だきたいと思っておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

  では、事務局からメモのご紹介をお願いしたいと思います。 

（横尾参事官補佐） では、いただいたメモは資料第３号に一括して綴じさせていただいてお

ります。順に読み上げさせていただきます。 

  まず１ページ、浦谷委員からのメモです。 

 

  １．原子力利用の実効性についての国民的合意の形成 

  ● 原子力発電は、エネルギーの安定供給とともに地球温暖化問題、ＣＯ２削減の切り札

である。 

  ● 現状の技術では、原子力発電なしに温暖化対策は難しいことを国民の皆さんにぜひ認
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識していただかなければならない。そのための合意形成活動を地道に取り組んでいく

ことが必要である。 

  ２．原子力発電所新増設計画の確実なる実行と既設炉の稼働率向上 

  ● メーカーとしては、原子力利用の国民的合意形成に加え、 

    ①新増設13基の計画的かつ確実な建設 

    ②既設炉の稼働率向上のために、合理的な規制の導入、立地地域との合意形成におけ

る国の指導性発揮 

  が温暖化防止にとって重要と考える。 

  ３．海外展開のための二国間協定締結とファイナンスの整備 

  ● 世界規模での地球温暖化防止に向けて、日本は世界有数の原子力技術をアジア等の世

界へ普及していくことが重要である。 

  ● 今後エネルギー需要の伸びが予想されるアジア諸国では、新たに原子力発電の導入が

計画されている。我々メーカーも長期間の運転保守管理技術を有する電気事業者殿と

連携しながら、技術プレゼンテーション、技術者教育等の支援を続けている。日本の

原子力技術を導入するには当該国との二国間協定が必要であるので早期締結をお願い

したい。 

  ● また、アジア諸国等への展開にあたっては、ファイナンスが重要である。公的金融機

関（例：アジア開発銀行）による融資を原子力発電案件に適用できるよう国の環境整

備が必要である。 

  ４．原子力利用促進のためのマラケシュ合意の見直し 

  ● 気候変動枠組条約に関するマラケシュ合意（原子力事業で得た排出削減量をクリーン

開発メカニズム（ＣＤＭ）としての利用を差し控える合意）の見直しに向け、政府レ

ベルでの諸外国への働きかけを強化するべき。 

  ５．原子力利用の長期間化に向け高速増殖炉（ＦＢＲ）の着実な推進 

  ● ＦＢＲを実用化し、ＦＢＲによる原子燃料サイクルを確立することが、エネルギー安

定供給と地球温暖化に対する長期的に有効な対策である。開発が着実に行われるよう

必要な予算の確保等が必要である。 

 

  次に５ページ、木場先生からいただいたものです。 

 

原子力理解に向けた広報・教育 

  ○基礎的な正しい情報が国民に届いていない現状が１番の課題！ 

  経産省の調査「日本の自給率を知っている」⇒17％ 

  内閣府の調査「原子力が発電時ＣＯ２を排出しないことを知っている」⇒35.6％ 

  １．学校教育 

  できるだけ早い段階で、エネルギー教育をカリキュラムに入れ込む 

  日本の教育現場では、「総合的な学習の時間」などで、個々の学校の要請に応じて、電力

会社「出前授業」が実施している。しかし、現在進められている学習指導要領の改訂作業

の中で、ゆとり教育の見直しに伴い「総合的な学習の時間」が縮小傾向にある。しかし、

これからの日本を考える上でエネルギー問題に関する知見を育むことは欠かせない。エネ

ルギー教育をカリキュラムの要のひとつと位置づけるべき。 

  ２．人材育成 

  原子力産業への興味をひく高等教育 

  フランスなどでは、高等教育機関と原子力産業との連携は緊密である。ＥＤＦ（フランス

電力公社）では、各発電所と地元の高等職業専門学校との間で協定を結び、発電所の所長

や若い優秀なエンジニアによる授業を頻繁に実施している。職業選択の時期にエネルギー

への興味を促し、優秀な人材確保につなげる。 
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  ３．メディアとのコミュニケーション 

  通常時の情報共有機会を増やす 

  多くの情報はマスコミを通して届けられる。何かあった時にメディアに公正な報道をして

頂くため、情報共有の機会をこれまで以上に通常時から定期的に設けるべき。記者の人た

ちには施設見学など積極的に行ってもらい、理解を深めて頂く。 

 

  次に、堀井先生からのメモ、10ページです。 

 

ビジョンについて 

  【前提となる共通認識】 

  ・原子力発電が地球温暖化対策としてどれだけ有効であったとしても、既存の、あるいは、

将来の火力発電を原子力発電に置き換えることができなければ、そのメリットは発揮さ

れない。 

  ・原子力発電が地球温暖化対策として有効であることを示すだけでは、原子力発電が抱え

る課題を解決することはできない。 

  【ビジョンに盛り込むべきメッセージ】 

  １．原子力発電を地球温暖化対策として推進していくためには、国際的枠組みが不可欠で

ある。日本は、その国際的枠組みを設立するために、中心的な役割を果たすべきであ

る。 

  ２．そのような国際的な枠組みの中で、日本が担うべき機能を明確にしなくてはならない。

日本が得意なこと、出来ることだけでなく、日本の貢献によって得られる国益と、付

随して発生する責任を明らかにすることが必要である。 

  ３．日本に求められる役割を果たす上で、解決しなくてはならない課題を整理し、積極的

に課題解決に取組み、課題解決の日本モデルを世界に示していくことが求められる。

課題の中でも、特に、原子力発電所の立地に係わる問題や、使用済み燃料に関連する

問題など、社会技術による解決が必要となる社会的課題に対する取組みが重要である。 

 

  以上です。 

（山本座長） ありがとうございました。 

  資料第３号には、ほかの先生方からもご意見を頂戴しておりますので、今回は順序を逆に

して、森先生のほうからお願いしたいと思います。 

（森委員） 私からは、資料第３号の11ページ以降に電気事業者の意見を取りまとめておりま

すので、これに基づきましてご説明をさせていただきます。 

  電気事業者として５点について意見を述べさせていただきたいと思います。 

  まず、第１点目は原子力発電に対する基本認識についてです。 

  地球温暖化問題に対しましては、先ほどから議論されていますように、地球規模での対策

が求められております。一方、今、原油価格は１バレル当たり１００ドルに迫る勢いで高騰

しております。また、国際的な資源獲得競争が激化するなど、大変厳しい状況にあります。 

  こうした中で、エネルギー資源に乏しい我が国では、中長期的な視点でエネルギー政策を

考えていく必要があると思います。原子力は、第２回の懇談会の資料にもございましたが、

十分な経済性がありますし、燃料供給の安定性に優れ、発電過程においてもＣＯ２を排出し

ないことから、原子力発電は地球環境保全及びエネルギーの安定供給という二つの課題に対

する対策の切り札になると言えます。他方、原子力発電は放射性物質を取り扱うなどのリス

クはありますが、将来に亘って非常に低いレベルにコントロールすることが可能なものと認

識しております。 

  一方、原子力発電に対する評価とか共通理解はまだまだ十分とは言えませんので、克服す

べき課題が存在するのも事実であります。そのため、我が国は、安全確保を大前提に、安定
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運転の実績を積み重ねて、国民の皆様の理解醸成に努めるとともに、産官学の英知を結集い

たしまして、世界全体での原子力発電の維持・拡大に向けた課題解決に率先して取り組み、

世界の地球環境保全に貢献していくことが必要であると考えております。 

  ２点目は着実な国内政策の実現についてであります。 

  国及び電気事業者は、原子力立国計画に則り、長期的にぶれない確固たる国家戦略の下で、

安全確保を大前提に、原子燃料サイクルを含め、原子力発電を着実に推進していくことが必

要であると思っております。そうした取り組み姿勢と実績を着実に示していくことこそが原

子力発電の位置づけを磐石なものにしていくものと確信しております。 

  喫緊の対応が迫られております地球環境問題への対策を考えますと、既設の原子力発電所

の設備利用率向上、それから、出力向上などの即効性のある対策を早急に実施していくこと

が必要であり、この観点から、諸外国で既に取り入れられております科学的・合理的な規制

や運用の検討も必要と考えております。 

  また、原子燃料サイクルは、エネルギー安定供給に優れている原子力発電の特性を一層向

上させることができますし、将来の高速増殖炉においては環境負荷の更なる低減も期待でき

ることから、原子燃料サイクルを着実に推進していく必要があると考えます。 

  原子燃料サイクルを推進していく上で、高レベル放射性廃棄物処分場の確保は極めて重要

であります。現世代の発電で発生した廃棄物の処分は、現世代で解決できるよう、全力で取

り組む必要があります。そのためには、国の強力なリーダーシップの下で、原子力発電環境

整備機構（ＮＵＭＯ）と電気事業者が国と一致協力して、解決に向けた役割を果たしていく

べきであり、処分場立地にあたっては、地域の理解と協力につながるような構想を提示する

ことも必要であると考えます。 

  ３点目は我が国の積極的な国際貢献についてであります。 

  世界における原子力の維持・拡大は、核不拡散、核セキュリティ強化を実現するための国

際的な枠組みが不可欠でありまして、これらの条件整備が着実に進展することを期待してお

ります。 

  我が国の原子力産業は、原子炉メーカーにおける優れた技術力や品質の高さ、豊富な経験、

さらには電気事業者における運転・保守技術など、世界トップレベルの総合的技術力を保持

しております。 

  これらの特徴を活かしまして、積極的な国際貢献をしていくためには、国のリーダーシッ

プの下、電気事業者なども一体となって、具体的な国際戦略を打ち立て取り組む必要があり

ます。 

  また、新興原子力導入国では、人材育成が急務でありまして、そのため、我が国からは、

運転・保守などの運用管理面及び安全管理面における技術・ノウハウの提供が必要でありま

す。人材育成につきましては、約４０年にわたる原子力発電の運用実績が我が国にはありま

すので、最も貢献できる分野の一つであります。相手国の原子力の導入状況とかニーズに合

わせたきめの細かい内容の貢献が可能であると考えます。 

  一方、初期投資の大きい原子力発電にはファイナンス面での環境整備が重要でありますが、

現状では十分とは言えない状況にありますので、対策の一つとして、京都メカニズムの原子

力利用への適用が認められるようなアプローチも重要であると考えます。 

  具体的には、例えば国際会議等の機会に、原子力発電の必要性・重要性について、我が国

が先頭に立って明確なメッセージとして発信していくことが重要であると考えます。 

  ４点目は持続的な研究開発の推進についてであります。 

  我が国として、将来にわたり世界をリードできる原子力技術水準を維持していくためには、

研究開発は極めて重要です。国の研究開発戦略の下に、産官学が適切に役割分担をして取り

組むことが必要であり、特に重点課題に対する国の支援が必要だと思っております。その候

補として、次世代の軽水炉技術、高速増殖炉技術はとりわけ重要だと考えております。 

  ５点目は理解醸成の土台づくりについてであります。 
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  原子力発電の維持・拡大に向けた国際貢献を行っていくためには、国民理解が必要不可欠

であります。そのためには、国や電気事業者による情報公開を徹底いたしまして、情報を共

有するとともに、地元をはじめ、国民の皆様との双方向のコミュニケーションを充実させる

ための工夫と取り組みの強化が必要であると考えます。 

  加えて、地球温暖化問題及びエネルギーの安定供給に対する原子力の有用性についての正

しい理解を深めていくためにも、エネルギー教育が果たす役割は大きく、国や自治体レベル

での創意工夫も期待いたしております。 

  最後に、先ほど藤村先生から、「電気事業者は、京都議定書の約束事項に対して、それを

重要視していない方がおられる」という発言がございましたが、電気事業者の総意としては、

京都議定書で日本が約束した中で電気事業者が果たすべき役割はきちっと果たしていかなけ

ればならないと認識しております。その役割としては「電気事業における環境行動計画」と

いうのを電気事業者の総意として策定、公表していますが、この行動計画を実現するように

引き続き努力していきたいと思っておりますので、ご理解いただきたいと思います。 

  国策云々の件については、ここでのコメントは差し控えさせていただきます。 

（山本座長） ありがとうございます。 

  では、田中先生。 

（田中委員） 意見メモの８ページ、９ページに細かい字で書いております。申し上げたいこ

とを要領よく言いますが、私は省エネと新エネと原子力、３つともしっかりやらなければい

けないと考えております。特にこのメモでは、地球規模での原子力の拡大が多くならなけれ

ばならないと考えているわけですけれども、そのときに留意しなくてはいけないこと、それ

らに対して我が国はどんな貢献ができるのかということでまとめております。 

  １のはじめあたりはいろいろと書いていますが、既に数十年の実績があるとか、現在400

基以上の発電所が稼働していると。そういうようなことが大きな実績だろうと思いますし、

基本的には原子力発電所を安全に運転し得ると考えております。省エネと新エネと原子力を

やっていかなくてはいけませんが、私も原子力だけをやっていましたが、最近、大学の中で

も新エネの人とか省エネの人とかいろいろな人たちと議論をすることが多くございまして、

勉強をさせていただいているところです。 

  原子力を大幅に導入していくということがないと、全球規模でのＣＯ２のあるレベルでの

安定化にはならないと思います。例えば、2050年で1000基から1500基ぐらいの原子力発電所

が入ってこないと有効な貢献はないのではないかと思っているところでございます。そうい

うことが本当にできるのかということですが、今日は浦谷委員がいらっしゃいませんけれど

も、世界の工場、特にその中での日本のメーカーさんはかなり貢献が多いと思いますが、先

ほど言った観点で難しいことではないかなと思っています。 

  同時に、先回の資料にありましたけれども、軽水炉だけでやっていくとすれば、2050年ぐ

らいには、あるいは21世紀後半には資源的な問題が生じると考えられますが、高速増殖炉サ

イクルの研究開発は進んでいますし、2050年ぐらいには国によっては複数基が入っているよ

うな状況になっているかと思います。ここは、高速増殖炉は研究開発段階から実用化に向け

て進んでいるということで、これからまだ開発しなければいけない点がありますけれども、

十分に間に合うのではないかと思っているところでございます。 

  ２は世界規模での拡大について留意すべきことですが、もちろん安全に運転されないとい

けません。これから原子力がどんどん入っていくような国で大きな事故があったりすると、

世界的に影響が大きいということがございます。 

  それから、安全管理が疎かになってはいけないということはもちろんでございますし、使

用済み燃料の管理が適切に行われることも重要かと思います。国によって政策が違うかと思

いますが、再処理する国とか、廃棄物処理の適用とかあるかと思いますけれども、適切に行

われる必要があろうかと思います。また、放射性廃棄物の処理、処分も同様でございまして、

特に高レベル放射性廃棄物の処分については適切な時期に行う必要がある。 
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  高速増殖炉サイクルが本格化されてくると、プルトニウムの分離とか利用が多くなってき

ますので、世界的な量が多くなってきます。そういうような点で核不拡散に対して考えなく

てはいけない量とか地域が多くなってくるということが課題になるかと思います。 

  それから、原子力に対しての社会的受容性を更に高める必要がございます。 

  同時に、人材の育成、維持、技術の継承ということがございます。 

  いろいろと留意点を書きましたけれども、基本的にはこれらは解決できるのではないかと。

また、ものによってはコントロールできるのではないかと考えているところでございます。 

  こういうようなことに対して、下にいろいろ書いていますが、我が国は貢献できることが

多いと思います。逐一読みませんが、ポイントだけ申し上げますと、我が国での発電所の運

転管理、保守点検等の技術は世界のトップにあるかと思いますので、それについて世界的に

貢献できるという話とか、我が国では、原子力の教育研究についてさまざまなご意見をいた

だいていますけれども、最近は見直しということもあり、教育研究システムについてそれな

りに結構立派なものがあるかと思いますが、外国にもそういうようなシステムを輸出できる

かと思いますし、これまでも特にアジア地区の人材育成をやってきたのですが、これからも

その辺を拡大できることも考えられます。 

  次は、我が国は、現在３つの原子力発電所製造メーカーが外国とアライアンスを持ちなが

らやっているわけでございますが、世界的規模で発電所をつくっていくことを考えるときに、

技術立国としてこの辺のところが国益にもかなってくるということになっていくのかなと思

ったりします。 

  次は、核燃料サイクルでございますが、我が国では近く民間再処理工場が操業を開始しま

すし、濃縮工場とか燃料加工工場とかあります。一応、燃料サイクルはほぼフルセットに有

する国になろうとしているわけでございますが、世界での原子力エネルギーの拡大というふ

うに、我が国のサイクル施設を世界規模での原子力の拡大に有効に活用していくということ

も、将来考えられる可能性があるのではないかと思ったりします。 

  次は放射性廃棄物でございます。まず、我が国の高レベル放射性廃棄物の処分サイトの選

定プロセスを加速しなければいけないことはもちろんでございますが、ここに書いてござい

ますとおり、各国が独自の状況でいろいろ努力されているわけでございますので、そういう

のを持ち寄って、外国にもノウハウとか苦労した経験などもうまく反映できるのではないか

と思います。 

  それから、保障措置が今後ますます重要になってくるかと思います。我が国は、核兵器を

持たない国で再処理工場に代表される燃料サイクル施設を有する唯一の国でございまして、

そこでの保障措置システムの有効性は、今後、原子力を導入、拡大する国に対してひな型に

なり得るのではないかと考えております。また、我が国も世界規模での原子力エネルギー利

用が拡大されていく中で、国際的保障措置に対して、ＩＡＥＡへの積極的な貢献をはじめ多

くの貢献ができるのではないかと考えます。 

  それから、社会的受容性でございますが、これも各国でいろいろと努力をされているとこ

ろだと思いますけれども、情報を持ち寄ったりしながら、正確に原子力エネルギーが評価さ

れて、結果として社会的受容性につながっていくようなことにもなっていくのかなと思いま

す。 

  最後はちょっと変なことを書いていますけれども、これから外国でさらに原子力の研究開

発が進んでくると、現在の日本は原子力において優位な国かと思いますが、そのうちにこの

優位さが相対的に低下する可能性がございますので、いろいろな貢献ができるときにしっか

りとした貢献をすべきだということでございます。 

  以上です。 

（山本座長） ありがとうございました。 

  それでは、柴田先生、お願いいたします。 

（柴田委員） ポイントだけ絞って申し上げたいと思います。 
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  お配りした意見書のまず１番に、原子力は中心となるべきエネルギー源だと書いてありま

すが、これは水素エネルギーとか再生可能エネルギーをやらなくてもいいと言っているので

はなくて、今の現実的な状況から考えると、原子力というのは中心となるエネルギーだとい

うのが言いたいことでございまして、エネルギー政策と環境対策を一体で考えて、その中で

原子力政策を位置づけていくことが必要だと言いたかったわけです。 

  ２番目では、原子力に伴う諸課題は技術によって十分にコントローラブルということを言

っているわけですが、先週、柏崎刈羽の発電所に参りまして、原子力委員の伊藤委員にもご

同行願ったのですけれども、隅から隅まで、極端に言いますと全部止まっているものですか

ら、原子炉のすぐ近くまで入れてもらいました。これは止まっているときしか入れないんだ

ということをご案内いただいた東電の方が言っておられました。あれだけの大地震がありな

がら、止める、冷やす、閉じ込める、この３つの基本ファクターは全く異常がないというこ

とを目で見てまいりました。 

  したがって、基本設計がきちっとできている。ただし、そういうことを重要ではないとい

うと怒られますが、あちこちで、例えばレールが壊れたり、あるいは、発電所の中の火事が

非常に長い間テレビに映っていたわけですが、そういう部分に若干説明と基本的な設計の配

慮というのか、つまり原子力本体の機能さえ守ればいいんだと。そのほかの機能については

若干不十分な点があるけれども、その点は今後改良しなければいけないというのは確かにあ

る、反省してもらわなければいけない点はあると思います。しかし、基本的には問題がない

ということを確認してまいりました。 

  その次の「安全の確保を大前提とした上で」という文章ですが、これはどういうことを言

いたかったかというと、森さんも言っておられたのでダブっている点は省きますけれども、

原子力発電の稼働率という問題については、日本は今80％とか、あるいはもう少し低いよう

な状況でやっているわけですが、アメリカや韓国などは当然のことながら90％以上の水準に

達している。この辺の問題は、止める期間とかメンテナンスといったものをグローバルスタ

ンダードにある程度合わせていかないと、日本は電力会社等が政府に対して、あるいは国内

に対して発信が不十分であったために、不必要に厳しい処置がとられているのではないかと

いう気がいたします。その辺はグローバルなスタンダードに合わせて、原子力の稼働率はも

う少し上げてもらわないと、これは地球温暖化の対策という点では大事な問題だろうと考え

ます。 

  最後のポイント、原子力が国民の理解を十分に得られていないという現実は、事実その通

りでありまして、もっと正しい情報発信を行う必要がある。今日藤村さん以下ＮＧＯの方が

言っておられましたけれども、私も同意見でございまして、もっと国民の理解を深めていた

だくことが必要であります。一方、電力会社あるいは関係者によると、十分情報は発信して

いると言うんですね。情報発信というのは受け取ったほうが十分だと思わないと、情報を発

信していることになりませんので、発信して、例えばホームページを見てくれと。誰がホー

ムページを見るのかと、見たところまで考えてもらわないと、この辺は十分な努力が必要だ

と感じました。 

  それから、先ほど田中先生が隣で言っておられましたし、この前も申し上げましたけれど

も、アメリカの前の駐日大使のハワード・ベーカーさんは、アージェントな地球気候変動に

対処するためには10万キロワットぐらいの小型原子炉を開発して、世界あちこちの都市で原

子力発電所を１万ぐらい作らなければいけないと言っている。しかも、建設期間からいうと、

大規模なものはとてもではないが１個分でも間に合わないということを考えると、世界的に

いろいろな国が全部集まっても、100万あるいは120万キロワットといった商業用の原子力も

必要ですが、10万ぐらいのものを各都市に置くことも考えなければならないんじゃないか。

それはいろいろな問題があります。技術的な問題があり、世界的な合意を得ることもなかな

か難しいかとは思いますが、そういうことをもう一度考えて。ベーカーさんが日本の大使か

らアメリカに帰られて、アメリカの原子力発電をもう一度進める上で、相当大きな推進力と
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なっています。そういうことを国民的な議論、あるいは、場合によっては世界的な議論をし

て、原子力に対する理解を得ることが必要なのではないかというのが意見でございます。 

  以上でございます。 

（山本座長） ありがとうございました。 

  では、崎田先生、お願いします。 

（崎田委員） 今日お二方のＮＧＯの方からの意見表明をいただいたときに、「こういう場が

大変うれしい」と言ってくださったんですけれども、「短時間で伺いおくというのではなく

て、それを生かしてきちんと次に仕組みを徹底してほしい」というようなご提言もありまし

た。私も生活者の視点で参加させていただいている者として、原子力について、温暖化対策

の上で重要だという前の、安心・安全ということも含めて、市民を交えて社会で議論して交

流できるという場を設定していただくことが大事だと私は思っています。 

  普段、安心・安全に関する情報交流とか、原子力の位置づけに関して、きちんと情報を探

し、すぐに意見交換できるような場が大変少ないと感じています。これまで私はこの会議で

ＮＰＯ、事業者、行政、あるいは、専門家の円卓会議などを提案してきたんですけれども、

単なる議論の場ではなくて、情報公開やリスクコミュニケーションを含めて、さまざまなス

テークホルダーが主体的に参画して、意見交流、相互交流できるような場が必要なのではな

いかと思っています。 

  そういうところから連携・共同という視点とか、さまざまな主体が自らどういうふうに取

り組んでいくかということを積極的に話し合えるような場づくりが広がっていき、温暖化と

いう中でどういうふうにきちんと原子力を私たちが理解していくかということも積極的に話

し合えるようになるのではないかと思っております。 

  ２番目として、もう１つ大きな前提として、これは私の国への要望というと何ですが、環

境配慮を徹底するための総合ビジョンと道筋を、国として積極的に市民社会あるいは世界に

発信してほしいと強く思っています。どういうことかと申しますと、私はたまたま中環審と

か総合資源エネルギー調査会などに参加させていただいていますので、国の環境立国宣言と

か、2050年長期ビジョン、超長期ビジョンとか、そういうもののことを存じ上げております

けれども、そういうことがまだまだ広く社会には浸透していないと考えています。 

  ですから、環境に関心のある方と話し合っていても、再生可能エネルギーをもっとしっか

りしないといけないという、０か100かの議論にすぐなってしまったり、きちんとしたベー

スの情報、的確なデータなどが私たち市民社会に根付いていないといけないのではないかと

感じています。そういう意味で、国がどのような総合ビジョンを描いて、道筋を考えている

のかということを、今以上に積極的に国民に向けて発信をし、国民がわかるような言葉で伝

え、国の意思への国民の信頼を醸成していただきたい。そうすれば私たち国民も温暖化対策

へ一緒に参画するんだということが生まれていくものだと感じています。 

  ３番目に、今、発電の電力量の３割が原子力という中で、放射性廃棄物が発生して、保管

し続けている、これを市民としてきちんと自らのこととして考えていくような雰囲気を社会

に作っていくことが大事だと思っておりまして、地域の草の根のワークショップというもの

を、とりあえず今年は全国５カ所で開催する準備を進めていますが、都道府県とか市町村を

回って気づいたのですが、立地都道府県以外では原子力を担当する部署が行政で決まってい

ないということが非常に大きな問題ではないかと思っています。 

  地域社会のエネルギーの安定供給のために稼働した結果の放射性廃棄物ですので、民間や

国だけではなくて、地方自治体も原子力あるいは放射性廃棄物に関して責任を持って参画し

ていただくような仕組み、あるいは、行政の制度の中にきちんと位置づけるということが必

要なのではないかと思っています。こういう全体像の中で地方自治体や生活者、専門家、行

政、皆さんで原子力あるいは放射性廃棄物に対して位置づけ、考え、行動していくという雰

囲気ができるのではないかと考えています。 

  よろしくお願いいたします。 



－22－ 

（山本座長） ありがとうございました。 

  それでは、片山先生、お願いいたします。 

（片山委員） ５点まとめました。 

  １つは教育啓蒙で、今日は皆さんからお話がありました。私のメモには随分落丁がありま

して、４行目の（とんでもない間違いだ。）というところの前に文章がありまして、これは

とんでもない間違いでして、（何度上昇したら海面が何センチ上がる）というような具体例

を説明していることでわかってもらうというつもりだったら、とんでもない間違いだという

意味のことをここに書いたつもりです。 

  今まで原子力の説明というのは、「国民」という言葉だけが前にでて、どの人に何を理解

してもらおうかという努力は全くないんですね。子どもには何を理解してもらう、青年には

何を理解してもらう、女性には何を理解してもらう、そういうことさえ示されていなくて、

誰もが、政治家とか研究者の同じ言葉を聞かされてきたわけです。それが最初から大間違い

だと思っています。世の中を動かすような本も出てきません。本当に優れた映画を作るのが

一番いいと思っています。 

  ２番目は、これからの途上国対策についてはともかくたくさん日本に呼べと。今、何人呼

んでおられるか知りませんが、今数十人単位だったらその10倍の数百人、今数百人だったら

数千人、日本に招聘する。この人たちに原子力の技術を教えるだけではなくて、それを取り

巻く広い問題に対処できるようなことを理解して帰ってもらう。安全管理の技術と言います

けれども、さらにそれを超えた問題が原子力にはあるということも理解して帰ってもらわな

ければいけないと思います。 

  ３番目は、原子力「屋」というのが明らかに日本にははびこっていまして、原子力工学の

専門家ですから、発電所をつくるとか、発電施設のシステムに関しては非常によくご存じで

す。世の中にはそういうことがわからない人がいるということをわからずに議論を進めてく

るのが得意の人たちでありますが、これが進んでいる限りはよくないと。ヨーロッパではこ

うだ、アメリカではこうだと、我々も全く知らないようなことをすぐに出されますし、技術

はトップレベルということをいつも言われますけれども、これも具体性がない。私の今回の

ビジョンを考える懇談会の依頼のときに出た言葉がその最たるもので、「今回は専門家でな

い先生方の意見もお伺いしたい」ということでした。これは従来の原子力「屋」の典型的な

態度であって、猛省を促したいと思っています。 

  もう１つは、ウラン産出国との政治的な折衝を早く始めろと。前にお話があったように、

原子力の原料をきちんと確保するための交渉もそうですけれども、オーストラリアとかカナ

ダのように大量のウラン産出国が、自分の国の原子力発電に対して熱心でないというのは、

倫理的にもとると思っております。そういうところは義務を担うということを、極めて高い

政治レベルで折衝することをすべきだと思います。 

  最後は、直接関係がないかもしれませんが、温暖化にも汚染にも結局、大問題は貧困とい

う問題がついて回っております。日本はＯＤＡが減少していきましたから、ＧＮＰ比で

0.7％を達成すべきだという国連ミレニアム開発目標を全く達成しておりません。下の図で

わかりますように、文明国というか、ＯＤＡの中のＤＡＣ諸国の中では、ＯＤＡの国民所得

に対する比で日本は22カ国中20位になっています。もちろん、日本、アメリカは物理的な総

量で言えば多いわけですけれども、0.7％という合意に日本は同意しているわけですから、

これに対してもっと本気で対処することが間接的には原子力のビジョンとか地球全体の環境

問題に大きく貢献するのではないかと思っております。 

  以上です。 

（山本座長） ありがとうございました。 

  それでは、岡﨑先生、お願いいたします。 

（岡﨑委員） 今の片山先生のご発言の後に、原子力を専門とする立場からの発言をお許しい

ただきたいと思います。２ページに４点ばかりにまとめて提示させていただきました。 
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  第１の点の基本的な認識については、これからのエネルギー問題、地球温暖化防止の観点

から、原子力は大変重要な役割、むしろここでは基幹的な役割を果たすことになるのではな

いかという観点から提示申し上げています。これは我が国だけではなくて、世界各国にある

種の共通したところに対して、我が国の支援や貢献が大事になってくるということかと思い

ます。ただし、この点については、今日のお二人からのご紹介の中でも触れられました原子

力施設の安全・安定運転、特に信頼をなくしているという問題に対して、きちっと克服して、

広く国民あるいは世界の理解を求めていくことが前提であることは言うまでもないと思いま

す。 

  ２番目は今後の原子力の役割について。当面は軽水炉を中心とした利用ということになる

わけであります。その際、軽水炉周りの核燃料サイクルに伴ういろいろな活動についての安

全の確保と平和利用の担保がすべてでなされなくてはならないと、こういう点からすれば我

が国がこれまで培ってきた技術や経験、もちろん安全問題、平和利用問題、こういった点の

我が国の経験や技術は当然のことながら役に立たせなくてはならないし、そういう観点から

日本の役割は大変大きいと思います。 

  ３点目は、軽水炉から先の資源制約、あるいは、環境負荷をできるだけ低減するという観

点から、何人かの先生からもご指摘いただいた軽水炉に替わる次世代の原子炉システムとし

て、高速増殖炉システムということ。今、国家基幹技術として研究開発を進めさせていただ

いているわけでありますけれども、この点についてぜひ力を入れていくべきであり、最後の

２行に書いてございますとおり、我々と共通の目標、あるいは、共通のスケジュールを持っ

ている、特にアメリカ、フランスを中心とした国と協力しながら、国際的な展開を図ってい

く。その際、日本がしっかりとした役割を担っていくことも大事なことではないでしょうか

という点であります。 

  最後の点は、この問題はこれからの50年、場合によってはそれぞれのライフスタイルを変

えるような、省エネルギーも含めて大変厳しい対策に取り組んでいかなくてはなりませんけ

れども、研究開発の立場からいくと、その50年100年先まで決して暗い世界ばかりではあり

ませんよという観点から、最後の４点目を書かせていただきました。これは原子力を単に発

電だけではなくて、発電以外の広い分野で原子力の持つエネルギーを利用できる可能性が十

分あります。 

  さらに、その先には核融合エネルギーという究極的な、まさに環境問題、安全問題、エネ

ルギー問題、資源問題、こういったものを十分克服しうる技術的なチャレンジを我々はして

おります。もちろん今100パーセントを保証するわけではありませんけれども、その先には

間違いなく世界中が発展できるようなエネルギー資源を我々は確保できると、そういう明る

い目標もきちっと示しながら、それに向かった道筋を我々はしっかりと歩んでいく。こうい

うメッセージをぜひ取り上げていただきたい。 

  以上でございます。よろしくお願いします。 

（山本座長） ありがとうございました。 

  文書でご意見を既にいただいている先生方からお話を伺ったわけでございます。今日は、

和気先生、黒川先生、浅田先生にもご出席いただいておりますので、今までのご意見を踏ま

えて、和気先生、黒川先生、浅田先生の順でご意見をいただきたいと思います。 

（和気委員） メモをお出しすべきだったと思いますが、申しわけございません、口頭で意見

を述べさせていただきます。 

  まず、このビジョンをどのぐらいの時間軸で私たちは想定できるのかというときに、ある

程度限られた、今存在する技術の進展の見込みの範囲内の時間軸でまず考えていきたいとい

うのが私のスタートラインです。したがって、現在芽吹いている技術の中から新しい技術の

ブレークスルーがあれば、想定する世界も世の中は変わるかもしれませんけれども、今の技

術の範囲内でコメント申し上げたいと思います。 

  第１点は、いうまでもありませんが国際社会あるいは国際的な枠組みで原子力の問題を考



－24－ 

えなければいけないし、地球温暖化問題、エネルギー安定供給もまさにそういう意味でも国

際的な枠組みで対応すべき問題です。そのときに国際社会をどういうふうにイメージするか

というのは、人によって相当違ってくるかと思います。私は原子力の問題に関わらせていた

だいて常々感じることは、国際社会の具体的なイメージとして、原子力技術に携わり専門的

にやっておられる、いわゆる原子力専門家の皆さんの国際社会は先進国中心の世界のように

思われます。もっと言えば企業間コラボレーションができるような、また先進技術連携が可

能な先進国がほとんどのように思われます。 

  一方、エネルギーの需要サイド、とくにこれから発展とともに需要が増えざるを得ないよ

うな途上国、京都の枠組みにもまだ入っていない国々で、地球温暖化問題に対してどうコミ

ットしていくかという課題が課せられているような国々、とくに日本からみればアジアの

国々というもう一つの国際社会のイメージが重要であると思います。国際社会を、環境、エ

ネルギー、原子力という３つの要素の連立方程式を解く世界とすれば、アジア地域でまずは

ものを考えてみなければいけないだろうというのが私の基本的なスタンスです。 

  だとすると、アジアとの関係性の中でどういうふうに対応していったらよいかというとき

に、もちろん慎重な議論が前提ですが、かりに原子力技術を移転するとか、原子力のポテン

シャルを通じて貢献するというような方向性が具体化するとしても、いわゆる原子力のシン

グルイシューで二国間、もしくはマルチでもいいのでしょうけれども、連携をするという方

向は懸命ではないと思います。20年、あるいは30年先アジアはもっと経済連携が深まるでし

ょうし、私たちの消費生活の数十パーセントはアジアでつくられたものに依存する社会にな

っていくわけです。企業は相当程度アジア大でのサプライチェーンを拡充していくでしょう。

その中でアジアのエネルギー問題は私たちの消費を支えるエネルギー問題になってきます。

アジアで起こる環境問題も私たちの環境問題と受け止めなければならないでしょう。そう意

味では、経済、環境、原子力、この３つもアジアの中でマルチのイシューとして国際連携を

していく、あるいは、エネルギー連携をしていく、そのためのフォーラムなり、あるいは、

共同体まではいかないにしても、そういう場をきちんと設けて、原子力の問題だけではない、

多様な連立方程式を解くようなものを常に議論できるような国際関係をアジアの中で作って

いくことがすごく重要なのではないかなと思います。 

  ３点目は、日本が原子力に依存している現実を背景に、何がアジアに貢献できるのだろう

というときに、表現は不適切かもしれませんが、ややシニカルな言い方をすれば、日本の社

会はその歴史において原子力に対して相当センシティブな社会であり、そして安全に対して

敏感な国民だと思います。サイレントマジョリティを含め、原子力の安全性に関しては日本

社会独自のやり方でセンシティブに見つめてきた社会だと思います。そういう厳しい国民の

目線の中で、いろいろな問題に直面しながらも原子力エネルギー30年の歴史を築いてきたと

いうこと、この安全に対する感性というか感覚がすごく重要でして、グローバルな技術安全

基準のレベルといった枠組みを超えて、日本が築き上げたソフト・ハードの安全文化、ある

いは安全確保のためのシステム構築などを通じて、アジアにおける具体的な安全基準に書き

直してみてはどうでしょうか。このような視点からアジアに向けて発信する必要があると思

います。 

 ４つ目は、少し具体的過ぎる提案かもしれませんし、やや勇み足のような感じではあります

が、かりに原子力産業を含めたビジネス部門でアジアへの原発建設とか、原発建設プロジェ

クトに間接的にかかわるような場合が想定されるとして、そのときファイナンスが問題にな

ってくることはいうまでもありません。そこでＯＤＡ資金を使うかなど、国としてのコミッ

トメントについて慎重な議論が必要でしょうが、例えば保険を引き受けるというような場合

に、公的なものとして日本貿易保険のようなところがありますが、日本の貿易保険は、保険

を引き受ける際に環境ガイドライン、これはOECDガイドライン指針に沿ったものと理解して

いますが、その基準は他国に比べても厳しく、それに適応できないプロジェクトに対して保

険は引き受けないという判断がなされます。最近の例では、アジアのどこかの水力発電に対
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して日本の貿易保険が環境を理由に付与されなかった経緯があったそうです。そういう意味

で、環境ガイドラインと同じように、あるいは、それ以上に、安全ガイドラインみたいなも

のを具体化し、かりに原子力プロジェクトに日本が関わる場合には、そうしたルールがしっ

かりと運用されるような枠組みを制度化し、公的保険を付与するといった明確な日本の安全

への姿勢を組み込んだファイナンスシステムを工夫できないものかなと思っております。 

  以上４つの点でございます。 

（山本座長） ありがとうございました。 

  黒川先生、いかがでございましょうか。 

（黒川委員） 難しいですね。確かに山本先生も皆さんもおっしゃっているように、原子力は

必要なのかなという気はしますが、同時にやれることもやらないと、このままでこれが進む

というのは非常によろしくないのではないかなと思います。ご存知だと思いますが、今、ク

リーンエネルギーへの投資が世界中で起こっていて、現在の世代のソーラーパネルにしても、

サンテックとか、ドイツは政策的に進めている。製造している会社は日本のベスト100の企

業と同じような価値の会社で、どんどん外国に出てきて、中国で３つぐらいあると思います

が、それは2000年ぐらいの創業だけれども、すごい勢いで伸びています。 

  もう１つ、太陽光もそうですが、太陽光を集めるという基礎技術に相当投資が進んでいて、

シリコンバレーで今年4,000億の投資がクリーンエネルギーに向かっていて、去年が1,000億

円、2年目は500億ですから、期待感がものすごく出ている。それをどうやってビジネスにす

るかというところの、日本のファイナンスとかビジネスをやる人がほとんどいないのではな

いか。ローレンス・バークレー・ナショナル・ラボラトリーでは、ご存知のようにヘリオス

のような将来のクリーンエネルギーへの研究投資を国だけではなくていろいろなベンチャー

キャピタル、大企業からの投資も入っている。そういうところもやらないと、今のままで原

子力というというのは少し知恵がなさすぎる。 

  もう１つやることは、これはタブーなのかどうかわからないけれども、いずれ政策として

導入しなくてはいけないのではないかなというのは、エネルギーを作る会社と、電気が主だ

と思うんだけれども、供給するディストリビューターを分けないと、いつまでたってもモノ

ポライズされていてよくない。ガス会社は500あるぐらいだけれども、電気会社が電力供給

をモノポライズしているので、ローカルな「地産地消」みたいな省エネルギー体系というの

は日本ではなかなか組み込めない。経産省でもそういう話が一時あったらしいですが、いつ

の間にか抵抗勢力というか、いろいろなところがあって、正論はだめになった。今の勢力は

将来に向かったもっと大きなビジョンを出し、行動しなくてはいけない。今まではできない

理由が百もあることはわかっていますけれども、海外も含めて日本を外から見ていると妙だ

な、ということを考え、原子力ばかりでなく。もう少し全体としてきめ細かくやる必要があ

ると思います。 

  それからもう１つ、そこにもあるように日本は地震大国で、国際的な枠組みで廃棄物をど

う処理するかという話がどのぐらい進んでいるのか。これは余りわかりませんけれども、こ

の辺は日本としてはどういうスタンスで世界に売り込もうと思っているのか、その辺も並行

してやっていないと、意見が一方的という気がします。先週、フランスの科学大臣が「フラ

ンスは電力エネルギーの80％が原子力で、ほかにも売ってあげているし。だから、ＣＯ２は

少ないからあまり言われても困っちゃうのよね」なんて言っていました。そういう国の今ま

での政策と将来への政策をどうするのかなという話はもう少し大きな視点でやる必要がある

と思うんですね。 

  先週、中央環境審議会で中間報告というか、ファーストドラフトが出たと思うんですけれ

ども、そのときも中間報告は英語でも書いてウェブサイトに出してくださいと言ったので、

それは全部出ています。世界へ意見を発信、問いかけることが大事です。そして、何かコメ

ントがあったら言ってくださいと。そういう態度になってくるというのは一歩前進です。日

本の原子力政策についてのいろいろなコメントも、どう世界に出すかは別として、英文でウ
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ェブサイトでやって、周りからどんどん言ってもらうというプロセスと努力は大事だと思う

ので、ぜひそれをやってもらいたいなと思います。 

  つまり、日本の国内向けではなくて、世界というか、周りからもいろいろなフィードバッ

クをもらいながら、ポリシーを進めていくというのはすごく大事で。この間、近藤先生もお

っしゃったけれども、アメリカも原子力をやると言い出すと三菱重工と日立と東芝がアライ

アンスを組めるぐらいで、何で３つもなくてはいけないのかなという気もしないでもないの

だけれども、ようやく総合電気メーカーもフラットパネルで、３つが一緒にやるなんていう

けれども、一緒になって本当に効率よくやれるかどうかというのは疑問かなと思うので。90

年代のDRAMの崩壊みたいなことがまたまた起こりつつある、すべての産業界がね。 

  この10年間ＯＥＣＤの国でＧＤＰが増えてないのは日本だけなんですね。グローバルに貧

富の差が何とかというけれども、プロ野球選手がメジャーへ行くときの給料を見ればわかり

ます。そういう世の中で、ＧＤＰが日本だけが増えてなくて、閉塞感があるというのは一体

何なのかということをもう少し考える必要がある。エネルギーもそうだけれども、デフレだ

からいい、なんていう経済学者がいますが、それは言い訳に過ぎないので、産業界ももう少

しＧＤＰが増えることをしてほしいと感じています。原子力はエネルギー源としては一つの

選択肢としては大事ですが、従来の業界の倫理とか論理だけではなくて、もう少し中長期的

に大きなビジョンと社会の構造改革を起こさなくてはいけないわけなので、皆様の高い見識

をどうやってここに反映させるかということをぜひ書き込んでもらいたいと思います。 

  それからもう１つ、私、わからなかったのですが、東京電力と関西電力でディストリビュ

ーションをやっていると、60サイクルと50という話が出てきて、統一することはできないの

ですか。ちょっと教えてください。どういう格好で全国を一つにしてもいいわけだし、そう

いう話をどうするか。カリフォルニアは失敗しました、できないよとみんな必ず言いますが、

自分はうまくいっているかというと、そういうわけではないのだけれども。その50と60のサ

イクルというのは何かあるのかなと思って。教えてください。 

（森委員） 東京電力、東北電力、北海道電力の３社が５０ヘルツ、中部電力、北陸電力以西

が６０ヘルツになっていますが、この異なる周波数での電力系統を連系するため、周波数変

換装置が最大変換能力100万ｋＷで設置されています。これが多いか少ないかという議論が

あるわけですが、周波数変換装置だけではなく、両方から送電線等を増強するのが非常に大

変であります。新たに100万ｋＷ程度増やす場合を試算しますと、数千億円のオーダーでか

かるといった試算もあります。５０ヘルツと６０ヘルツの接点のところは、比較的送電線が

整備されていないため、能力増量の議論はされていますけれども、早急な実現は難しいとい

うのが現状だと思います。 

（黒川委員） コストと、先に何が起こるかという選択肢を政治のプロセスに入れなくてはい

けないわけが、それぞれの縦割りでやっているから、赤字が増えるばかりなのではないかな

と思いますね。2,000キロまだ高速道路が必要とかいう話がありますが、高速道路をやると

地方はもっと過疎化してしまいますから、それでいいのかという話は、皆に普段から問いか

けてないと。役所の人は一生懸命頑張っているけれども、政治が動かなくて、自分たちも自

分たちの中だけでやっているわけでね。その「タテ社会マインド」をどうやって変えるかが

一番大事。こんなに借金を背負って大丈夫か、ＧＤＰも伸びないのにと思っている。 

（山本座長） 最後になって申しわけありません。浅田先生。 

（浅田委員） 私も事前にメモを出すべきだったのですが、学務のため叶いませんでした。今

までいろいろな問題についてほかの委員の方がおっしゃいましたので、そこで出なかった問

題を中心にお話したいと思います。 

  まず、地球温暖化対策として原子力が有効であるという点については総意があるように思

いますが、同時に、原子力だけで対応できるものでもないということにも総意があるように

思います。したがって、一つの重要な方策として原子力を推進していくということではない

かと思います。 
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原子力の平和利用については、ＩＡＥＡでも３Ｓと言われるものがありまして、セーフテ

ィ、セキュリティ、セーフガーズの３つですが、セーフティの安全とセキュリティの安全、

そして不拡散のためのセーフガーズです。それぞれが国際と国内の両面をもっていると思い

ますが、大まかに言えばセキュリティとセーフティというのは国内的な側面が大きいだろう

と思いますし、セーフガーズというのは国際的な不拡散の側面だろうと思います。 

  そのうちのセキュリティ、セーフティの側面についてまず言いますと、セキュリティとい

うのは基本的に核テロとか妨害行為といったものを念頭に置いているわけです。核テロは起

これば大変なことになりますが、可能性という点ではそんなに高くないだろうと考えられま

す。これに対してセーフティの安全のほうは、日々の問題でありますし、国内的な関係では

特に重要ではないかと思います。また、事故等が起こりますと、長期的に見て立地等が困難

になるという問題もありますので、セーフティの問題は長期的な観点からも重要だというこ

とになろうかと思います。安全についてもう一点申し上げますと、今回、柏崎原発での地震

で、原発の稼働率が下がり、その結果ＣＯ２の排出量も増大したということのようですが、

そのことは、逆に地球温暖化の関係で言いますと、いかに原子力発電が重要な役割を果たし

うるかということを示しているのではないかという気もいたします。 

  私がここで特に申し上げたいのはセーフガーズの関係でありまして、国際的な観点からの

不拡散という点です。これまでの会合でも既に申し上げたところもありますけれども、地球

温暖化の問題は一つの重要な課題でありますが、核不拡散というのもそれに劣らない重要性

を持っておりまして、北朝鮮の核保有を考えるまでもなく、極めて重要な問題です。そうい

う意味では、原子力を推進するに当たって何をすべきかということを考えなければいけない

と思います。 

  例えばどういうことが考えられるかと言いますと、以前にも申し上げましたようにＩＡＥ

Ａの追加議定書というのがあります。この追加議定書というのは不拡散の観点から極めて有

効でして、イランなどは追加議定書に署名はしたけれども、批准をしないままに留まってい

ますが、これは、批准すれば追加議定書の適用が義務的になってしまうからです。批准せず

に、自発的に適用するということにしておいて、都合が悪くなると、自発的な適用をやめる

という対応をしていることからも分かりますように、追加議定書は不拡散の観点から極めて

有効なわけです。 

日本は諸外国との二国間の原子力協定の締結に際して、最近では例えばカザフスタンなど

がそうですが、追加議定書の締結を二国間の原子力協定の締結の事実上の条件としていると

いうところがあります。しかし、不拡散の観点からとはいえ、日本のみがそのような条件付

けをするという場合には、原子力の国際展開における競争力という観点から不利になります。

したがって、いかに追加議定書の締結をグローバルなスタンダードにするかということが重

要となります。 

  具体的には、二国間の協定を結ぶ際に追加議定書の締結を条件とするということについて、

原子力の供給を行っている国が合意すればいいと思うわけです。原子力の供給国のグループ

として、ＮＳＧというものがありまして、ここで原子力供給の条件として追加議定書の締結

を求めるという課題が2004年以降ずっと出ているわけですが、このグループはコンセンサス

方式でありまして、一国でも反対すればまとまりません。メンバー国の中に追加議定書があ

まり好きではない国がありまして、例えばブラジルとかアルゼンチンなどがそうですが、そ

ういう国が反対すればまとまらないわけです。 

  ではどうするかということですけれども、原子力の供給国は、Ｇ８の中にかなり重要な国

が入っている。そこで、そのＧ８の場でそういう合意をすることはできないかということで

あります。 

同様な方向は既に別の問題との関係で実行に移されていまして、ＮＳＧでは合意できない

けれども、Ｇ８で合意して実施しているという措置がございます。それは濃縮再処理等の機

微技術を他の国に移転しないというアメリカ提案です。このアメリカ提案について、ＮＳＧ
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の中では合意ができない。そこでＧ８の枠内において、ほぼ同様の措置について合意してい

るわけです。これまでシーアイランドのサミットからですから、2004年以来ずっと続けてい

ます。同じような形でＧ８の場を利用すれば、少しずつでも追加議定書を国際的なスタンダ

ードにする可能性が広がっていくのではないか、そういうふうなことを政策として推進して

いくということはありうるのではないかと思います。 

  最後に、今まで申し上げたことと全く無関係ですが、先ほど岡﨑委員から最後のほうで将

来の取組みとして水素の製造等のお話がございました。私は文系で技術的なことはよくわか

りませんが、例えば高温ガス炉という話をときどき聞くことがございまして、発電のみなら

ず、水素の生産のためにも利用できるものがあるようです。最近はそういった高温ガス炉の

開発は、部分的には残っているようですが、あまり行われていないということも聞きます。

エネルギー効率という点では原子力は三十数パーセントで低いという説明もありましたが、

そういうところで原子力を有効利用し、生産した水素を水素自動車で利用すれば、エネルギ

ー効率を高めることができると同時に、地球温暖化の防止にも役立つということになるので

はないかと思います。もっとも、水素自動車をつくらなければ意味がないわけで、そういえ

ば最近水素自動車の話をあまり聞かないようにも思います。こういうものは政治とか行政が

大きな方向性をつけないと、話はうまくいかないのではないかという気がいたします。 

  そういうことも含めていろいろな問題について、政治や行政が主導権を握って日本の政策

を望ましい方向に動かしていってほしいという希望を申し上げまして、とりあえず私の意見

といたしたいと思います。 

（山本座長） ありがとうございました。 

  私もいろいろ言いたいことがありますが、大分時間が経ってしまいまして。先週、エコプ

ロダクツの展示会でトヨタのブースにプラグインハイブリッドが陳列されていまして、首相

をご案内したときに「あのプラグインハイブリッドはどのくらいこれから普及するか」とい

うご質問がございまして、私は「現在の技術からいうと、プラグインハイブリッドというも

のはものすごい可能性を持っているのではないか。ただいまの水素自動車よりも、原発でＣ

Ｏ２をなるべく出さなくて発電して、それをプラグインハイブリッドで充電して乗り回せば、

相当問題の解決になるのではないか」というふうに首相に申し上げましたが、いつごろから

本格的に普及するかはまだわからない、不確定のところがあると思います。 

  私が一番最初に申し上げましたように、地球温暖化が、従来専門家が考えているよりも早

く進行しているということが、さまざまな観測事実から明らかになりつつあると思います。

先ほどご紹介しましたように、あと５～６年で北極海氷が消滅するという事態が予想されて

いるわけであります。 

  もう１つは、アマゾンの熱帯雨林の消失の予測であります。今まではイギリスのハドレー

センターを中心に、2050年以降に、温暖化と炭素循環の相関で、アマゾン川が涸れ始めてサ

バンナになり、一部は砂漠になると。それはいずれにしても2050年以降と考えられていたわ

けです。ところが、現在の破壊のスピードが速くて。これは単純伐採ばかりではなくて、例

のバイオ燃料とか食料とかいろいろなものがあるわけでありますが、最近の予測では2030年

に60％が失われるという、ウッドホール研究所のレポートが出ているわけです。そうすると、

アマゾンの消失、北極海氷の消失というものは、地球気候にどういう影響を与えるかという

のが心配になるわけであります。 

  前回もご紹介したと思いますが、北極海氷が消滅すると、夏だけですけれども、アメリカ

のロッキー山脈から西側は大干ばつになるということが、コンピュータのシミュレーション

で予測されているわけです。年間降雨量が300ミリ減ると言われているわけです。それに輪

をかけてアマゾンの熱帯雨林が消滅するということになると、インドのモンスーンが崩壊す

るとか、アメリカの西部ばかりではなくて中部もやられるとか、日本を含む中緯度地方の気

候が激変すると。これはまだ研究段階ですけれども、イーストアングリア大学のチモシー・

レントン教授たちが予想しているわけです。先ほどご紹介したカーボンエクイティ、オース
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トラリアの環境ＮＧＯは現在の状況はＩＰＣＣの最悪の予想を上回るスピードでＣＯ２の排

出が行われ、温暖化が加速していると分析しているわけです。 

  虚心坦懐に最近の動きを見ると、来年の今ごろ決着がつくと思いますけれども、北極海氷

が来年どのくらい減るか。これが来年の９月の北極海氷の面積がどのぐらいになるかは世界

的な関心の的であって、単純計算、つまり線型近似で計算すると、2010年には消滅してしま

うわけです。それをコンピュータシミュレーションで最近の情勢を受けて計算すると、2013

年か2012年に消滅するというふうに専門家が発言を始めているわけです。ということは、来

年は脱炭素化の動きが加速するということを考えざるを得ないと思うのです。 

  私が今日のご議論を伺っていて感じたのは、原子力だけやるということではなくて、原子

力は主要な選択肢の一つですが、新エネルギーというか、再生可能エネルギーに全力をあげ

て分散電源として普及促進をするという前提、それから、地震大国を前提にして我々が原発

を安全に運転させる技術開発というか、社会的合意をとるということを前提にして、原発を

活用していくということを、個人的にはそういうことを提言したいと考えているわけです。

地震は怖くはないと思うのです。あれほど高層ビルがどんどん建てられて、免震装置という

か、さまざまな技術開発が行われているわけでありまして、いかに我々が社会的な問題に取

り組むかということが重要ではないかと思います。 

  それから、２つ目の論点は、環境産業というか、環境関連のビジネスの進展であります。

2005年で狭い意味で180兆円、世界市場があるとドイツは分析しているわけです。気になる

のは市場のシェアと競争力でありまして、３分の１はヨーロッパが握っているとヨーロッパ

は主張しているわけです。さらに、そのドイツの分析によると、発電のマーケットの40％は

ヨーロッパのシェアだと言っているわけです。これはローランド・ベルガーという民間のシ

ンクタンクだと思いますが、そういう分析をして、このほどそれを公表しています。 

  そうすると、先ほど田中先生のご指摘にもありましたように、日本も、今は比較優位とい

うか、ある程度の技術はあって、国際的に伍していると思いますが、相当競争しないと日本

の広い意味で環境産業の国際競争力を失ってしまいかねない。先ほど黒川先生も強調されま

したように、ＧＤＰを増やすという方向というか、国を発展させる方向で積極的な提言をこ

の検討会でもしてはどうかと考えるわけでございます。いずれにしても、来年洞爺湖サミッ

トまでにはまた相当世界が動くというか、国内も動くのではないかと。動かさなければいけ

ないと考えているわけでございます。 

  次回第６回では、ビジョン、提言の事務局案をご提出いただきまして、先生方にご検討い

ただきたく思います。また、先ほど環境ネットの浅岡先生、環境文明21の藤村先生からご要

望のありました国民が客観的な情報を入手し、共有して、エネルギーデモクラシーというか、

積極的にエネルギーの選択を行っていく、その前提となる資料を社会に提供しなければいけ

ないということで、各種電源のライフサイクルのメリットとデメリット、さまざまなリスク

等を整理した表というか、そういうものを準備していただいておりますので、次回はその表

の案につきましてもご提出いただいて、ご議論をいただきたいと思っております。 

  それでは、次回につきまして、事務局からご連絡いただきたいと思います。 

（横尾参事官補佐） 次回は、日付は１月２９日、火曜日、時間が１時半から３時半まで、場

所は霞が関ビルの東京會舘のシルバースタールームで予定しております。 

  以上です。 

（山本座長） それでは、長時間にわたりありがとうございました。 

  近藤委員長、よろしゅうございますか、何かご発言は。 

  それでは、どうもありがとうございました。 

－了－ 

 

 


